
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

7001

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

地域資源（天然原料と
知的財産と研究コアと
参加企業）を活用して、
新製品等の開発を目指
すプロジェクトを支援す
るのは極めて需要な施
策と考えられますが、地
域の限定を何も持って
行うのか、再検討してい
ただきたい。 
プロジェクトの構成にお
いて、必ずしも同じ地域
にこの４種類の資源が
集中しているかはケー
スバイケースである。よ
り優れた技術展開やシ
ーズの発掘には、地域
のしばりをはずして、か
つ地域資源の研究開発
が可能なシステム構成
も必要であると思いま
す。 
公募期間の検討をお願
いしたい。入試と発表
会、学会が集中する時
期にプロジェクトの構成
と内容確認の打ち合わ
せを行うのは難しい。

地域資源（天然原料と
知的財産と研究コアと
参加企業）を活用して、
新製品等の開発を目指
すプロジェクトを支援す
るのは極めて需要な施
策と考えられますが、 
プロジェクトの構成にお
いて、必ずしも同じ地域
にこの４種類の資源が
集中しているかはケー
スバイケースである。大
学のある地域と天然原
料が豊富に生産される
場所が必ずしも一致し
ないこともあるし、支援
企業あるいは関心を持
つ企業が遠く離れて存
在することもある。より
優れた技術展開やシー
ズの発掘には、地域の
しばりをはずして、かつ
特異な地域資源の研究
開発が可能なシステム
構成も必要であると思
います。

7002

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
基礎研究を推進する上
で重要な研究資金であ
り、日本の科学技術を
担う重要なものである。

科学研究費補助金によ
り行った研究成果を基
に、更に発展的な研究
成果を得られたものは、
多数あると思われる。そ
の基盤的な経費として 
の位置づけは、日本の
将来のためにも最も重
要であると考える。 

7003

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本施策のみならず、ライ
フサイエンス分野への
利用に供するインフラ
の整備は必須であり、こ
のような施策は積極的
に推進すべきである。

本施策ではタンパク質
の機能と構造の解析に
より、医薬開発をはじめ
食料・環境問題の解決
に繋がる基礎的な成果
が生まれつつあるが、
この成果を利用した医
療、産業への活用を目
指すには本施策の継続
は必須である。

大学・
公的
研究 文部 大型放射光 このまま

大型放射光施設
（SPring-8）は物性，材
料，生命に関する研究
だけでなく，素粒子・原
子核に関する基礎研究
においても重要な役割

レーザー電子光施設に
おける原子核研究は大
型放射光施設（SPring-
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7004

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

科学
省

24178

施設
（SPring-8）

推進す
べき

を果たしている．特にレ
ーザー電子光施設にお
ける原子核研究では，
数多くの新発見を継続
的に報告してきた世界
的にもユニークかつ重
要な施設である。

8）でしか実施すること
ができない世界的に重
要な施設である．さらな
る推進をするべきであ
る．

7005

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24153

科学コミュニ
ケーション連
携推進事業
（旧地域の科
学舎推進事
業）

このまま
推進す
べき

科学コミュニケーション
連携推進事業（旧地域
の科学舎推進事業）を，
より一層推進すべきと
考えています． 
科学というものは，一般
市民からはわかりにくい
ものと言えます．研究者
は，「社会は科学をどう
みているか」という観点
のもと，「科学を一般市
民に伝えていく」行動を
起こすことが大事だと言
えます．しかし，このよう
な科学コミュニケーショ
ン・研究アウトリーチを，
研究者個人の費用で実
施することには限界が
あります．また，科学コ
ミュニケーション・研究
アウトリーチは継続的に
行うことが重要です．以
上の理由から，科学コミ
ュニケーション連携推進
事業を推進すべきと考
えています． 

科学コミュニケーション
や研究アウトリーチは，
一般市民に実際に科学
にふれ合う機会として
重要です．我々国民
は，科学というものに漠
然と興味を抱いていま
すが，個人でそれを理
解するための壁は高い
と言えます．また，小中
高などの学生にとって
も，科学を身近に感じる
良い機会です． 
よって，科学コミュニケ
ーション連携推進事業
を推進することは，一般
市民の科学に対する興
味・関心を養うこと，次
世代の優れた研究者養
成に大きく貢献できると
考えています． 

7006
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

どの業界でもCO2削減
が求められている為、IT
分野でも特別ではなく
CO2の削減には積極的
に推進すべきである。

まずはCO2の削減が急
務であること。そしてこ
の技術が確立すれば他
の技術分野への波及効
果も大きいと思われる。

7007
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

当施策により大学と地
域が積極的に取り組ん
でいる産学官連携は、
地域に新しい技術・思
考をもたらし、当地域の
グリーンイノベーション
分野の発展に極めて有
効であり、各界から注
目されている。 
科学技術力を世界でリ
ードしていくために、国
と地域が一体となって
大学等の研究成果を産
業界に移転する産学官
連携システムの構築、
人材・予算等の研究資
源の集中投下を期待す
る。

当施策により地域の優
れた研究開発のポテン
シャルを有する大学等
を核として、地域企業の
ニーズを踏まえた産学
公共同研究と事業化に
向けた研究開発の実施
は、地域における産学
公連携体制の構築、ネ
ットワークの拡大、研究
成果の地域産業への技
術移転等に向けて、着
実な成果を目指してい
る。小さな規模では早
期に大きな成果があげ
にくいため、施策におけ
る優先を希望する。
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7008

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

大型放射光施設
（SPring-8）における先
端加速器による基礎科
学を進めてほしい。

この加速器は、先駆的
なユニークなものであ
り、世界の研究者から
待望されているもので
ある。 
研究現場での国内の大
学・研究所間の協力、
また、国際協力が進ん
でおり、多くの日本の若
手研究者や外国人研究
者が参加している。よっ
て、研究成果をあげるこ
とはもちろん、基礎科学
の若手研究者育成にと
って、この施策を進める
ことは、きわめて有効で
あると思われる。 
また、事件現場に残る
微量資料の同定など、
社会的に大きな影響を
与えることがらにも使わ
れている。

7009

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の拡
充を強く推進すべきと考
える．

我が国の科学技術の基
盤を成す基礎研究・応
用研究を支援する施策
の中心である科学研究
費補助金制度の拡充
は，科学技術に強く依
存した我が国の国力を
維持・強化するために
不可欠である．

7010

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCやRIビームファ
クトリーなど、加速器を
ベースにした、先端基
礎科学は、日本が世界
に貢献できる、非常に
重要な研究分野であ
り、十分な予算を付け
て、着実に推進すべき
である。

基礎先端技術や基礎科
学を強力に進めること
は、ひいては、日本の
応用を含めた、科学・技
術の発展を協力に促す
ことになる。そして、この
要な大型の研究施設を
確実に進めることは、こ
れからの日本を支える
若い世代の育成にとっ
て、きわめて重要である
と考える。 
 日本が、世界をリード
している分野であり、日
本だけでなく、広く世界
の発展にとり有効な、プ
ロジェクトである。 
 内容に関して言えば、
我々がいる、この宇宙
がどのようにして出来た
かという、謎の解明を目
指すものであり、我々人
類が、どこから来たの
か、そのアイデンティテ
ィーを希求する重要な
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課題である。

7011
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

ヨーロッパに先行されて
いる分野につき力を入
れるべき

上記の通り

7012
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

私は民間企業の技術者
としてJ-PARCに関わっ
てまいりました。 
その中で最先端科学を
発展させる技術は開発
性があり、 
挑戦出来るものが多数
存在しております。 
職員の方々と共に思考
し、開発出来たことは私
共の会社にも 
大きな利益をもたらす
可能性を秘めていると
私は思っております。 
私共が考え、作りだした
物が日本や世界の科学
者を満足させ、 
その科学によって未来
が輝けるものになるの
なら… 
私はいち企業の技術者
としても関わっていける
ことを 
嬉しく思っております。

仕事として関わっていく
中で、J-PARC等で開催
される一般公開 
にも行かせて頂いたこ
とが多数あります。 
実際行われていること
は私たち庶民には到底
理解出来ないような 
内容のことなのだと思
われます。しかし、最終
的には私達にも身近 
なこととなり生活を変え
てくれるようなことも沢
山あるのだと知りまし
た。確かに多額の税金
を使い、何年後に何の
為になるかもわからな
いことをしている。研究
者の自己満足の為に高
すぎる等あるでしょう。
ですが、昨今の環境問
題等は危機的な状態を
迎えていると 
思われます。近い未来
で私共がその判断を迫
られた時、いつも世界を
救ってきたのは科学な
のだと私は思っておりま
す。 
このような施設には人
間が人間に抱く可能性
があると私は感じており
ます。

7013
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24113
地球観測衛
星網の構築

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

地球環境変動観測ミッ
ションとしては、東アジ
アにおける越境大気汚
染などを実時間で直接
的に観測する静止大気
汚染観測衛星を我が国
が世界に先駆けて実現
することが極めて重要
であると考えられるが、
現在の施策の概要など
の書きぶりからは「地球
環境観測衛星」の構想
からそのようなアジア大
気汚染への戦略的取り
組みの視点が脱落して

アジア環境共同体構築
の一環として、東アジア
における大気環境管理
に関わる国際取り決め
の枠組みを構築するこ
とが、我が国のアジア
戦略として重要になりつ
つあり、その中で大きな
課題である越境大気汚
染の解決に客観的デー
タを提供できる静止大
気汚染観測衛星が重要
と考えられる。更に大気
汚染と気候変動を同時
に抑制するコベネフィッ
ト・アプローチが、アジア
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いる。「施策の目的及び
概要」などの項にそのよ
うな内容を追記すべき
ものと思われる。

において注目されつつ
あり、この視点からもそ
のための基礎データを
提供できる静止大気汚
染衛星が重要である。

7014
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

製造技術の革新の位置
づけとして、推進すべき
である。しかし、達成目
標として「大面積軽量の
携帯情報端末機器」と
あるが、センサー等の
入力デバイスを目標と
しても良いと考えられ
る。

割れない携帯情報端末
は魅力的ではあるが、
印刷・大面積を主眼に
置くと目標が携帯情報
端末でない方が良いと
考えられるため。

7015

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

その他

食料自給率の向上、食
の安全の確保、農業・
農村地域の環境保全、
地球温暖化緩和等、農
業を取り巻く課題は、国
民にとって重要な問題
であるが、未だ解決でき
たとは言えない。農業
が国民の命と健康を支
え続けるために、実用
的な技術開発をさらに
拡充して進めるべきで
ある。

例えば、窒素による環
境汚染や地球温暖化緩
和等環境保全型農業に
関する研究は、これま
でも実施され成果も上
がっているにもかかわ
らず、地下水の硝酸汚
染状況は十分に改善さ
れていないし、温室効
果ガスの排出も減って
いない。このことは、こ
れら環境保全を確保す
ることが非常に難しいも
のであり、さらに革新的
な技術が早急に必要で
あることを示している。
したがって、国民全体に
関わるような農業技術
開発の予算は拡充して
しかるべきと考える。

7016
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星通
信の大容量
化技術の研
究開発）

このまま
推進す
べき

通信衛星の周波数利用
効率を高め、より多くの
ユーザーが手軽にサー
ビスを利用できるように
することは、今後の移動
体通信の新しい市場を
開拓する意味において
大変重要であり、公共
の福祉にも大いに資す
ることができると思いま
す。

これまでは大型船舶等
一部の用途にに限られ
てきた日本国内での移
動体向け通信衛星市場
において、今後の法律
の規制緩和により航空
機や新幹線等の高速移
動体向けの通信衛星利
用が可能になってくる
と、利用するユーザー
が増えて利用コストも低
廉化されると思われま
す。その一方で、周波
数帯域が更に逼迫する
と予想されるため、周波
数有効利用に資する本
施策の意義は、非常に
重要であると思われま
す。

7017
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108 ICTグリーン
イノベーショ

このまま
推進す

このまま積極的に推進
すべきである。

日本が国際的に主導で
きる技術分野であるの
と国際貢献の観点から
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ン推進事業 べき も重要である。

7018

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにあたって、熱帯地
（現地）に研究室を置き
研究者を常駐させること
が重要であると考える
から。 

7019

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学院GPとGCOEプロ
グラムの違いがよくわ
からない。またGCOEプ
ログラムで支援されて
いる研究室や分野と、
支援されていない分野
で大学院生の謝金？給
与？に差が出てしまう
ため、支援から漏れた
研究室や分野との兼ね
合いも考えたほうがい
いのではないか。更に、
教育プログラムである
ため、出てきた業績だ
けではなく他の側面か
らの評価も行って欲し
い。

大学院GPは各大学の
各研究科への支援であ
るが、GCOEは特定分
野の複合研究科にまた
がる研究グループへの
支援であると理解して
いるが、活発な研究室
はどちらにも学生を出し
ていることが多く、支援
が偏ってしまうのではな
いかという印象がある。
もちろん、そういった積
極的な学生は今後の学
術分野には必要ではあ
るが、特にGCOEに関し
ては支援を受ける研究
室とそうでない研究室と
で博士課程在籍学生の
給与面等で差がかなり
出てしまうため、在籍し
ていない他研究室への
学生との差を埋める何
らかの策があると良い
と考えられる。また、一
部のGCOEでは、セミナ
ーの企画を大学院生や
若手研究者に任せるな
ど、教育面で良い取り
組みが行われていると
ころもあるが、研究業績
だけで見られてしまうと
そういった取り組みの成
果は測定が難しい。そ
のため、業績評価はも
ちろんであるが、そうい
った外部に数字として
出てこない部分の評価
もしっかり行って欲しい
と思う。大学院教育に
関しては様々な施策が
並んでいるが、大学全
体－研究科全体－研究
グループとばらばらに
整合性がなく行われて
いる印象があり、個々
に見ればよい取り組み
ではあるけれど、全体と
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してうまくそれらが機能
しているかというと、よく
わからない。

7020

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

予算増額を希望。

現在の日本の研究職の
ポスト数は少なすぎる
（ポスドク問題）。 
優秀な研究者を選り抜
くためにも競争は必要
であるが、現状はあまり
に厳しすぎる。 
 
その大要因は大学院重
点化の名のもとに博士
号取得者を大量排出し
たことにある。 
博士をとってもそれを生
かす研究職がすくなくて
は、意味がない。 
今後は博士号取得者を
大量排出しないように
するのも一案だが、とり
あえず（任期付きでよい
ので）アカデミックポスト
を増やして、生みだして
しまった大量の博士の
責任を多少は取ってい
ただきたい。

7021
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

エッジノード技術は日本
の通信インフラを支える
重要な技術であり、通
信需要増加に対応し、
かつ継続可能な世の実
現には高速・低消費電
力なエッジノード技術強
化は不可欠である。 
また、光通信において
デジタルコヒーレント受
信方式へ向けた技術の
パラダイムシフトがおこ
りつつあり、本技術領域
において日本が優位性
を継続するには国策と
しての強化が必要不可
欠である。 

日本が平和で豊かな国
であり続けるには、足腰
が強くあり続ける必要
がある。通信技術は国
を支える足腰の一つで
ある。 
その中でも光通信技術
の高速化へ向けた技術
革新はめまぐるしい。 
世界の技術革新の中で
日本が技術優位性を保
ち続けるには、特に中
国が国策をあげて強化
している中、国の施策と
しての技術強化が不可
欠である。 

7022
その
他

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

多くの利用希望に応え
られるように、テストベッ
ド自体も規模を増強す
る必要があると考えま
す。その際、海外メーカ
ー製品を購入してその
評価などに使われるこ
となく、国産技術の開発
に有効に使われるよう
注意が必要と考えま
す。

新方式の研究開発にお
いては、設備利用にお
いて広く門戸を開放す
ることが必要と考えるた
めです。ただし、高額な
税金投入するわけです
ので国産技術の育成に
寄与すべきと考えます。

米国スペースシャトル
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7023
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

このまま
推進す
べき

民間企業参入により、
宇宙ステーション宅配ビ
ジネスに育ててはどうで
しょうか。税金投入は、
ビジネス創成のために
行うべきです。

廃止により、世界中が
宇宙カーゴのニーズを
持っているはずです。世
界で初めて無人による
ドッキングを成功させた
日本の技術は最先端だ
と感じます。今後、宇宙
運搬ビジネスを創成す
る鍵となる技術です。

7024

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

23年度の新規事業とし
て構想されているもの
で、これまでの大学改
革・大学院教育の発展
のために重要な施策で
ある。 
我が国の大学がより国
際的に評価されるため
に、国が誘導する施策
として推進してほしい。

国際的に優秀な人材を
獲得するための激しい
競争が展開されるなか
で、日本人、留学生がと
もに魅力ある大学として
教育・研究拠点になる
ように支援する事業は
必要である。

7025

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
スコンピュー
ティングイン
フラの構築

このまま
推進す
べき

遅滞のない計画の進行
を望む．

計算機インフラの良否
は科学研究や工業生産
の進展を決定的に左右
する．我が国の科学技
術が諸外国を先導，あ
るいは肩を並べていくた
めには，計算機能力の
高度化は欠かせない要
件と考える．そして，本
案件を通じて開発され
る最先端技術は，単に
長大な計算処理を可能
にするにとどまらず，計
算機インフラの広汎な
向上に直結することを
確信する．

7026

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海外派遣中日本での身
分（所属）が無くなる者
に対しても派遣可能に
するべきである。

ポスドク生活を送る者
は任期が２年から３年
であり、本事業で渡航
すると、その期間中に
任期が切れる者（多くの
者が該当するよ思いま
す）は対象外となってし
まう。身分が安定してい
る者しか対象とならない
のは本末転倒ではない
か？

7027

大学・
公的
研究
機関 40～

文部
科学

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解

このまま
推進す

製薬企業など民間では
為し得ない高難度タン
パク質構造解析技術の
基盤整備や、世界最大
規模の化合物ライブラ
リーの整備と試料提供

長寿社会を向かえた現
在、新薬開発は非常に
重要となるが、不況の
中、製薬企業は販売に
直結する医薬品開発研
究以外の基礎研究を行
う余裕がない。構造ベ
ースの新薬開発も同様
である。特に難易度の
高いタンパク質構造解
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（独
法・公
設試
等）

49歳 省 析研究イニシ
アティブ

べき は、製薬企業で作れな
かった医薬品の創造、
発見につながるもので
あり、国民生活に直結
する重要な研究である
と考えられる。

析には手が出せない。
その基盤技術整備を国
が行うことは必須であ
る。また、各製薬企業が
それぞれ持つ化合物量
には限界があり、大規
模の化合物ライブラリー
を国が整備することも非
常に重要と考えられる。

7028

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

すぐれた若手研究員を
育成する上において、
本プロジェクトの持つ意
義は非常に大きいと考
える。若手研究者が自
身の裁量で応募先を選
択できるという点も重要
である。

本プロジェクトは若手研
究者に自身の裁量での
研究遂行の機会を与え
る非常に重要なもので
ある。研究計画、予算
組、研究の遂行と、一
通りの研究活動を行う
ことにより研究者の能
力は大きく向上する。こ
のプロジェクトを経て、
多くのすぐれた若手研
究員が誕生しているで
あろう。

7029

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

研究者の養成事業のさ
なる推進を希望する。
特に「若手研究者インタ
ーナショナルトレーニン
グプログラム」に関し
て、資金の援助や環境
整備等のさらなる拡充
を希望する。

我が国の科学技術をさ
らに進展し、国際競争
力を得て世界をリードす
るためには、若手研究
者養成が必要不可欠で
ある。そのために、大学
院生・PD等若手研究者
が海外で一定期間研究
を行い、多くの経験を積
むことが非常に有効で
ある。海外での短期研
究活動には、渡航費・
研究費をはじめとする
資金等の支援が必要で
ある。さらに、その経
験・成果を生かすため
にも環境整備も同様に
不可欠である。

7030

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員事業に関し
て、PDとDCの拡充に関
して、優先的に推進す
べきだと思います。

閉塞感の漂う日本にお
いて、今年のはやぶさ
の帰還は日本中を興奮
させ、この閉塞感を打ち
破る為には、科学技術
の進歩しかないと感じさ
せられました。科学技術
の進歩において人材育
成が必須なのは言うま
でもなく、博士課程への
進学およびその後の進
路におけるリスクを軽減
させることで、優秀な人
たちの博士課程への進
学を促進できると考えま
す。そのためには、特
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別研究員の拡充は優先
すべきです。

7031

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質は生命の基
本物質であり、この研究
を推進することは極め
て重要である。

タンパク質は医療、創
薬その他ヒトの生命に
関わる基礎となる物質
であり、この研究は資源
の乏しい我が国産業に
新たな展開をもたらす
可能性が高い。

7032
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

基本科学を支える重要
な研究施設である。こ
のまま運用が終了する
まで国として推進するべ
きである。

国際プロジェクトして発
言力の強化や宇宙誕生
の謎まで迫るというロマ
ンなど科学以外の波及
効果が大きい点も見逃
すべきではない。

7033

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求 

このまま
推進す
べき

世界的に見て非常に高
い水準の研究対象であ
り、研究グループも世界
一級の成果をすでに挙
げている精鋭集団で、
このまま研究を推進し
ていくことが日本の科学
において重要であると
考える。

高エネルギー物理学は
民間が手を出せない規
模の研究でありながら、
その裾野は素粒子物理
学本体だけでなく、物
理・化学、工学や医学
全般まで広がっており、
国民にとって大きな見
返りが得られる。このよ
うな研究こそ政府が直
接公費を投入すること
が望ましい研究であろ
う。

7034

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士学位を目指す学生
(若手研究者に含める)
および博士取得研究者
の研究環境を整えるこ
とは、今後の日本の科
学技術を維持・発展さ
せていく上で非常に重
要。特に、安心して研究
に打ち込める体制を整
えることが非常に重要。

若手研究者（博士課程
および博士取得者）へ
の日本における待遇が
低過ぎる現状がまずあ
る。これを改善すべきで
ある。現行では多くの若
手研究者が、生活の不
安及び将来の不安をか
かえており、研究に専
念できない状況が存在
する。もちろん、競争は
あってよく、人材の流動
性もあっていいが、実績
をそれなりに積んで努
力している若手研究者
に対しては十分な支援
が必要である。さらに、
こういう努力している若
手研究者の存在が社会
に理解されることを強く
願う。

7035

大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

総務
省

20108

ICTグリーン
イノベーショ

このまま
推進す

地球温暖化に対する 
ICT 低消費電力化は急
務であり、速やかに推

爆発的な情報通信技術
の発展に伴い、ICT が
地球温暖化に与える影
響が増大している。本
事業により抜本的な解
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法・公
設試
等）

ン推進事業 べき 進を行うべき事業であ
る。

決策を見いだすことこそ
が、この問題を本質的
に解決するものであると
考える。

7036

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学の基礎研究は民間
企業よりも資金面で苦
しく、実験などの研究を
行うためには科学研究
費補助が不可欠であ
る。基礎研究の発展の
ためにさらなる補助をし
て頂きたい。

基礎科学研究の発展は
将来の応用科学の基礎
になるが、民間企業は
その性格上、大規模な
基礎研究はできない。
そこで政府の補助が必
要である。さらに基礎研
究の実験のための機材
などには民間企業が連
携するため、科学発展
だけでなく企業のスキ
ルアップにもつながる。
また、基礎科学の実験
を行うことは基礎科学
に進む大学生、大学院
生に限らず民間企業に
就職する学生にとっても
良い環境になっている。

7037

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

その他

重粒子線を用いたがん
治療の為の人材が欧米
に比べて不足している
と聞いたことがある。 
特に能力の質を求める
と非常に数が少なく、機
械はあっても使えないと
いう状況になり得る可
能性があると聞いた。 
 
人材の育成と質の確保
の為に予算を使い、ま
た国家資格として質の
担保する必要があると
思う。 

日本が経済的に生き残
る為の一つの道として、
民生品だけでなく、重粒
子線装置のような複雑
で技術力が必要な物を
開発し各国に売っていく
という方法があると思
う。 
そのために欧米以上に
重粒子線装置等に精通
した人材、研究開発を
担当できるまでの能力
を持った人材を育成す
べきだと思う。

7038
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

 日本の半導体産業は
1990年代のオイルショッ
ク時のメモリーデバイス
世界シアー６０数％から
下落を続け、現在では
韓国、台湾にシェアーを
失った儘です。このよう
な閉鎖てき状況の日本
産業を蘇生させる為に
は、日本に優位性があ
り、近親他国に容易に
は真似の出来ない、独
自の技術である「印刷
によるエレクトロニクス
デバイス」により日本の
トータル技術を結集し
て、近隣諸国に対抗す
るしか方法が見あたり
ません。  日本の誇る

 現時点ではこの「印刷
によるデバイス作成技
術」自体は、日本に優
位性が有るとは言え、
過去のメモリーや液晶
パネルの惨敗の轍を踏
まないためにも（超LSI
研究組合）、再度前例を
反省し、国が旗振りを
し、オールジャパンの技
術を結集して、世界の
先頭を走る気構えで進
まなくては、力を付けて
きた近隣諸国に対抗す
る事は不可能です。 
これまでの社会、経済
のパラダイムを大きく変
え、「ものずくり日本」を
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次世代技術をもって、世
界の趨勢である「クリー
ンイノベーション技術」
に貢献できる大型プロ
ジェクトでもあります。

再興するために「次世
代印刷エレクトロニクス
技術開発事業」を推薦
します。

7039
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術を用いたエレ
クトロニクスデバイスは
Ｓｉを用いた従来の半導
体プロセスに続く次世
代の技術であり、市場
規模は非常に大きくな
ると予想される。また、
欧米、韓国、台湾等、競
争の激しい分野であり、
黎明期にある現在、国
家プロジェクトを行うこと
は日本が開発を優位に
進める上で重要と考え
られる。

印刷エレクトロニクスは
低温プロセスで作製可
能であり、大規模なプラ
ントを必要としないこと
から、Ｓｉプロセスに比べ
て、環境にやさしいプロ
セスである。また、印刷
での大規模半導体製品
は従来の技術では実現
不可能であり、新たな
産業を創出できるポテ
ンシャルを有している。
以上の観点から、今
後、印刷エレクトロニク
スは大きな市場に成長
すると考えている。

7040
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

ネットワークの利用が広
範囲になったことによ
り、ネットワークのインフ
ラ技術への要求が複雑
になっていく。それらに
柔軟に対応し利用しや
すい環境を提供するた
めには、新世代ネットワ
ークの管理系技術につ
いての研究開発を重点
化する必要がある。

研究開発したネットワー
クが利用されるために
は、利用しやすさが重
要である。新世代ネット
ワークのプラッフォーム
をアプリケーション側へ
開発・展開しやすいもの
にするためは、システム
の管理、オペレーション
環境をユーザ視点でよ
り利便性の高いものとし
て提供する必要があ
る。

7041
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24174
革新的HPCI
の構築

このまま
推進す
べき

「一番でなければならな
いのか？」1番でなけれ
ばならない。 
理数教育の充実が図ら
れ，昨今では「卓越した
教育」としてエリート教
育も見直されている。日
本の科学・技術の将来
をリードするために，情
報処理の基盤を充実さ
せることは必須である。
1番を目指さなければ意
味がない。

スパコンが1番であれ
ば，それを利用する科
学者たちも，それぞれ
の分野で1番を目指す
であろう。2番以下であ
れば，それを利用する
科学者や科学者を目指
す若者も，2番以下で甘
んじるであろう。それす
なわち「国力」である。

科研費は研究者にとっ
て最も基盤となる経費
であり、この整備・拡充
に我が国の科学技術政
策にとって極めて重要
な位置にある。このまま

科研費は、２年後の実
用化をすぐ提案する必
要がなく、学術内容にお
いて審査されるので、本
質的な学問の発展には
極めて重要である。ま
た、トップ研究者への重
点的な配分や優れた研
究グループへの配分
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7042

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

推進すべきである。トッ
プ研究者への配分と共
に、若手Ｂや基盤Ｃの
採択率をあげる政策も
我が国の研究の裾野の
広がりを維持するため
に重要である。さらに、
新学術領域研究（研究
領域提案型）の領域代
表を現在務めている
が、多数の研究者に交
流を促すこのタイプの
研究費も我が国の学術
のオリジナリティーの維
持に極めて重要であ
る。

も、科研費では長期的
な発展に貢献できる内
容となっており、重要で
ある。また、大きな大学
の場合は大きなグルー
プを有して優れた論文
を多数出すことができ
る。これに対して、単純
な指標ではこれらに対
抗できないが全国的
に、比較的小さいグル
ープを率いてすぐれた
研究・教育を行っている
研究者には、金額的に
は多くなくとも、基盤Ｃ
等で、きっちりと支援す
ることも極めて重要と考
えられるためである。

7043

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

先の事業仕分けで「ポ
スドクの生活保護のよう
なシステム」と酷評され
た本事業であるが，我
が国の科学技術を支え
る人材を育成するため
には若手研究者支援は
不可欠であり，本事業
はその財政基盤として
これまで重要な役割を
果たしてきた．今日の厳
しい財政事情に鑑みて
大幅な拡充が難しいと
しても，せめて従来の水
準を維持するとともに，
本事業で育成した若手
研究者を今以上に社会
の中で有効に活かす施
策を考えるべきである．

主要な天然資源に恵ま
れない我が国は，科学
技術立国として現在の
経済的地位を構築・維
持してきたが，それを支
えているのは人である．
高度な専門性を有した
人材が一定数以上いな
ければ今の日本を支え
ることはできない．もし
優秀な若者が経済的不
安等を理由に科学技術
者への進路を敬遠する
ようになったら，我が国
に明るい未来はあるま
い．数十年スケールで
考えれば，人材確保は
最重要課題の一つであ
り，それを支える事業の
推進が必須なのは論を
またない．

7044

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140 RIBF
このまま
推進す
べき

せっかく世界一の加速
器施設が出来上がりつ
つあるのに、そこで研究
するための実験施設の
建設が予算不足で滞る
のはもったいない。さら
に運転経費が年間５ヶ
月しかないのは宝の持
ち腐れである。このよう
な情況では後発の外国
使節に先んじられてしま
う。

私は内部の人間なので
恐縮ですが、基礎物理
学の分野で数少ない世
界に冠たる施設なの
で、ぜひともその真価を
発揮できるようなサポー
トをお願いしたい。箱は
つくったけど中身は中
途半端、研究者ポストも
削減では、せっかく巨額
の税金をいただいて建
設したのに申し訳ないと
思っております。

この加速器は、先駆的
なユニークなものであ
り、世界の研究者から
待望されているもので
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7045

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器に
よる基礎科学をこのま
ま進めてほしい。

ある。 
研究現場での国内の大
学・研究所間の協力、
また、国際協力が進ん
でおり、多くの日本の若
手研究者や外国人研究
者が参加している。 
また、これまでに、世界
に先駆けた研究成果が
多く出てきており、この
施策を進めることは、き
わめて有効であると思
われる。

7046

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程に在籍中は専
門領域をマスターし研
究の初歩レベルを学べ
るが、そこから更に成長
し社会に役立つ独創的
な研究を生み出すには
さらに時間と勉強が必
要になる。アカデミック
での就職が困難な中、
特別研究員制度はこう
いった若手研究者の育
成に大きく貢献している
ので積極的に推進する
べきだ。

今までに特別研究員で
あった研究者から多く
のすばらしい研究成果
がもたらされてきた。予
算を増やし、研究者の
機会を増やすことは社
会に役立つ研究創出を
増やすことにのつなが
るだろう。

7047

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136
世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム

このまま
推進す
べき

優れた研究成果を出し
ており、このまま推進す
べきである。

資源の少ない日本では
科学技術を発展させな
ければ、将来がない。
従って、重点的に日本
の特異分野に予算をつ
ぎ込んで発展させるの
は、国益にとって非常に
重要である。

7048

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

数多くの学術研究の中
から将来ノーベル賞候
補となるような大きなア
イデアが生まれる可能
性があるので、そのよう
な「芽」となりうるための
「種」を減らすことは、得
策ではない。これらを推
進することにより、産業
界が前進することに大
きくつながる。また、こ
れら研究費によって独
自の発想で研究を進め
ることが新しい研究者を
育てるために必要不可
欠であると思われる。

多くの学術研究の成果
から人類は発展していく
のであって、そのための
種としてできるだけ多く
の研究者に研究資金が
割り振られるべきであ
る。成果が利益につな
がることは誰にもわかる
ものではないが、このよ
うな支援は継続的に行
われるべきである。従っ
て、このまま推進すべき
である。

大学の運営交付金が，
毎年一定の率で減じら
れている現状では，科
学研究費補助金を拡充
することは，大学の基礎

以前と比べて，大学が
さまざまな教育や社会
貢献等を要求されてい
るのに対して，運営交
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7049

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究のレベルを保ち，さ
らに国際的な競争につ
いていく上で必要不可
欠です。現状でも多額
の予算が投じられてい
ますが，配分が偏った
分野に集中しているこ
と，また，研究の評価が
十分になされていない
ことが問題だと思いま
す。あまりにも重点分野
に集中すべきではなく，
小額であっても基盤的
な研究費として，広く配
分すべきです。

付金が非常に不足して
いる現状では，最低限
の研究費を科学研究費
補助金で補うことが必
要です。現状では，特
定の分野に多額の予算
を投じる重点配分が重
要視されていますが，
最低限の教育研究を進
めていく上で必要な予
算を広く配分しなけれ
ば，中央の大学・研究
所等と，地方大学等の
格差がますます広がる
ものと考えます。

7050

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

人文・社会科学から自
然科学まで全ての分野
にわたる「学術研究」の
発展、促進のため本事
業の推進は不可欠と考
えます。

基礎研究の抜本的強
化、科学・技術を担う人
材強化のためには必要
な施策です。

7051
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

人工衛星は、開発期間
が非常に長いと伺って
いますが、その間に需
要動向が激変すること
に対して、柔軟な設計
になっていることは非常
に望ましいものです。是
非推進してください。

通信衛星技術で、日本
が他の国のメーカーに
対して、技術的アドバン
テージを持つことが非
常に大事だと思いま
す。 
コスト競争のみで疲弊
することは、宇宙産業の
発展に向けて不健全で
す。

7052

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

従来の無機系の材料か
ら転換して、有機系の
材料を使うことでフレキ
シブルに形を変えられ
る技術として興味を持っ
た。さらに印刷技術とい
う異分野の技術を取り
入れ、エネルギーコスト
の削減を目指すプロセ
スにも着眼して開発を
進めているところも興味
をひかれた。

携帯機器用の材料プロ
セスとして当事業が行
われている。携帯機器
は一般的なイメージとし
て、落としたりすること
による機械的強度が弱
いというイメージがある
が、有機系のフレキシ
ブルな材料を使うこと
で、機械的強度が弱い
という欠点をカバーでき
るのではないかと思っ
たため、このまま推進す
べきという意見を持っ
た。

大学院の重点的支援、
特に大学院生への充分

日本の大学院の国際競
争力、国内外の知的人
材の確保、優秀な留学
生の獲得は将来の成長
戦略の最も重要な部分
であり、そのためには金
銭的サポートが本質的
に重要である。また優
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7053

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

なＲＡ給与は人材確保
の必須条件としてまず
確保するべきである。現
在の採用拠点ついては
事業期間終了まで当初
計画通りの支援を行う
と共に、将来的にはＧＰ
やリーディング大学院と
統合して、修士課程か
らの支援ができるよう改
善するべきである。

秀な修士課程学生の確
保なしに優秀な博士課
程後期学生は有り得な
いので、他の関連施策
と統合の上、統一的な
大学院生への給与サポ
ート施策を中心に構成
するべきである。また５
年間の事業期間の約束
の上に、人材雇用や国
際協力関係の構築を行
ってきているので、中途
での大幅減額は国内外
の大学の信用を落とす
事になる事を認識すべ
きである。

7054

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

現状維持かあるいは増
強しての推進を希望し
ます。

大学の運営費交付金が
削減されつつある状況
ですので、研究活動を
行うためには科研費は
不可欠の資金源となっ
ています。

7055

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

小児気管喘息、小児ア
トピーを始めとする小児
アレルギーの解明をし
て欲しい。

小児気管支喘息、小児
アトピーの病態生理に
関しては、未だ解明が
なされていないところも
多く、特に低年齢ほど
症状の変化が著しく客
観的指標が得られにく
いため、不明な点が多
いといわれているので、
それを明らかにしてもら
いたい。

7056

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

この科学・技術関係予
算の中で国立大学法人
等施設の整備は最優先
されるべき予算でありま
す。学生はもちろん教
員、事務員など国立大
学法人に関係している
多くの人々がこの予算
の恩恵を受けているか
らです。

現在の恵まれた国立大
学法人の環境と設備を
維持していけるのは、こ
の予算によるものです。
国立大学法人は国から
の援助が大きいため経
済的問題に関係なく、
様々な学生が低額の授
業料で学ぶことができ
る場です。この予算が
削減されてなお、現在
の設備・環境を維持して
いくとなると授業料や入
学金を引き上げざるを
得なくなる自体となりか
ねません。国立大学法
人が今後も意欲ある学
生に開かれた機関で有
り続けるために本予算
は必須であります。

基礎的な研究から、人
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7057

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

生命分子システムを司
どる非常に多くの分子
間ネットワークを理解す
ることは重要であり、こ
のまま推進すべき施策
である。

工的な遺伝情報システ
ムの構築、応用にもつ
ながり、これまでにも多
くの成果が報告されて
いる。今後科学的な発
展性や社会的貢献へむ
けた応用へむけた過渡
期にもあたり、社会への
さらなる還元を達成する
ためにも、政府による継
続した支援が必要であ
る。

7058
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御

このまま
推進す
べき

衛星通信の容量拡大と
それに期待されるコスト
ダウンは極めて重要だ
と考えます。

ブロードバンド、デジタ
ル映像配信等のニーズ
が増えている昨今、日
本国内こそブロードバン
ドインフラは随分整備さ
れてきたとはいえ、衛星
通信は全国津々浦々に
情報を一斉配信できる
通信インフラであり、衛
星通信に対するニーズ
は今後増えていくものと
考えられるから。

7059

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

このまま
推進す
べき

様々な分野で集積され
ているライフサイエンス
のデータは統合される
ことが多様な研究開発
を可能とするために必
要であり、是非この事業
を推進していただきた
い。

ライフサイエンスの研究
には人々の生活スタイ
ルに関する情報から遺
伝子情報まで様々な種
類のデータが必要であ
るが、それらがバラバラ
に管理されていると、必
要な情報を入手するの
に多大な労力を要し、
効率的な研究が行えな
い。また、ライフサイエ
ンスは正に２１世紀の
中心的な科学であり、
日本がこの分野で大き
な寄与をできるために
も、この事業の推進は
必須である。

7060

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等の施設
は、世界一流の優れた
人材の養成、独創的・
先端的な学術研究、高
度先進医療の推進のた
めの拠点であり、我が
国の経済成長の鍵を握
る人材力を強化し、技
術力を発揮していくため
のイノベーションの基盤
となるものである。 
 このため、運営費交付
金や補助金の削減など
大変厳しい状況にある
が、国立大学法人等の

建設後60年を経過した
建物の割合が多くなっ
てきている。現在の耐
震化を進めるだけでは
老朽施設の改善は進ま
ないため、数十年後に
は、集中的に2500万?あ
る施設の大半を整備し
なければ、建物として利
用することが出来なくな
る。 そのため計画的に
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教育力・研究力を強化
し、かつ、質の高い医療
を提供するため、国立
大学法人等施設の重点
的な整備が必要不可欠
である。

建物を整備するなど平
準化することも必要で
はないか。

7061

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

この制度は、日本の科
学技術の10年後、20年
後を発展させるために
なくてはならないものと
考えます。 
この制度、もしくはこれ
に類する制度をますま
す推進して、科学技術
を担っていく若手の生
活を少しでもサポートし
てください。

大学院生の多くは、教
育を受けているという意
識というよりも、新しいこ
とを発見しその分野に
なんとか貢献したいとい
う気持ちで昼夜研究に
励んでいます。その上
で、企業に就職した
人々と遜色無い程度に
は時間と身を削って研
究も事務仕事もこなして
いるにも関わらず、経済
的には、機関(大学)から
は給料がもらえないどこ
ろか授業料を払わなけ
ればいけないという状
態です。このような状態
は、欧米の大学院の制
度から見ても非常に劣
っているもので、そのよ
うな国々の方と話すと
大変驚かれます。欧米
の真似をしようというの
ではありませんが、その
くらい恵まれない状態だ
ということです。 
その不公平をいちばん
支えてくれるのが特別
研究員制度です。この
制度の詳細に関しては
改良していく必要がある
と思いますが、とにもか
くにも、将来の日本の科
学を担う大学院生の生
活を助けるための予算
は今後も十分に確保し
てしかるべきと考えま
す。

7062

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム（新
規）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

数学・数理科学と他分
野の連携拠点形成は大
変重要なことである．

ワークショップの開催だ
けでなく研究プロジェク
トの立ち上げなどを早
急に実施していただき
たい．予算規模があま
りにも少ないので多くし
て欲しい，

技術面においては、クラ

ネットワークの仮想化技
術は柔軟なネットワーク
を構築することができ、
設備の有効利用には欠
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7063
その
他

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

ウドに用いられるような
仮想化技術をネットワ
ークに適用するような研
究開発を積極的に行う
べきだと考えます。

かせない技術だと考え
るためです。この技術
は、省電力にも寄与で
きると考えられますの
で、研究開発をすすめ
ていただきたいと考えま
す。

7064

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

これまで科研費補助金
は拡充され合理的に使
用できるようになってい
る点は評価できる． 
また，審査に大ボスの
影響が比較的少ない点
でも評価できる． 
しかしより拡充，使用か
っての良さを追求してい
ただきたい． 
1. 全体の予算を増や
し，より広く（多くに研究
者び）深く(研究費の増
額)していただきたい． 
2. 実質５億円程度の上
限(特別推進)を撤廃す
る．例えば昔のCOEの
ような20億円程度のプ
ロジェクトの項目を復活
させる． 
3. 繰り越し手続きの簡
略化．

科研費補助金は，個々
の研究者の発案により
研究ができる真に
bottom-up型の研究資
金である．個人又は比
較的少数の研究者グル
ープが良いアイデアを
得た時にまず頼れるの
が科研費である．した
がって，科研費は研究
の芽を育て，発展させる
ために非常に重要で，
この制度の充実度が将
来の科学・技術の発展
を左右する．したがっ
て，これまでの科研費
の充実を評価しつつ，
更なる発展を希望す
る．

7065

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

科学技術立国として世
界No1の成果を達成す
るためにぜひ推進してく
ださい。

このプロジェクトのため
に各分野の科学者はす
でに数年前から多大な
時間を使い準備を進め
てきました。一度失った
ものを取り返すのはほ
ぼ不可能です。ぜひ推
進していただければと
思います。

7066
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

初等中等教育の理科施
設は，劣悪です．まだ昭
和の備品を使っている
ような状況です．ぜひ，
今以上の予算を小中学
校の理科教育にお願い
します．

理振の予算が今年は，
たった11億円．昨年の
当初予算の半分です． 
人口比で比べたら，韓
国の数分の1のはずで
す．

7067
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27134

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（石油
化学品の革
新的製造プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

化学産業のCO2削減に
つながる本施策は有用
であると考えるので、ぜ
ひ推進して欲しい。

地球温暖化による気
象・環境への影響は近
年はなはだしい。一刻も
早い対応が求められて
いる。その中で、化学産
業の排出するCO2はそ
の影響が大きい。本施
策は通常の蒸留分離に
比べて選択性およびエ
ネルギー消費削減にポ
イントを置いており、完
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の開発） 成すれば関連する産業
に与える影響も大きい
と考える。

7068

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国の将来を担う次世代
の人たちに、創造性豊
かでより高度な技術や
知識を身につけてもらう
ために、基盤となる国立
大学の施設を整備する
ことは、大変重要である
と思います。他の施策
に優先して、継続・安定
した予算の確保を要望
します。

国の将来を担う次世代
の人たちに、創造性豊
かでより高度な技術や
知識を身につけてもらう
ために、基盤となる国立
大学の施設を整備する
ことは、大変重要である
と思います。他の施策
に優先して、継続・安定
した予算の確保を要望
します。

7069

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

長野・上田地域知的ク
ラスターから起算して約
10年が経過し、共同研
究成果が蓄積され、特
に関連分野への波及効
果により、研究開発の
巾が広がった。これらの
研究成果をさらに融合
させながら、グローバル
に展開しうる地域産業
の発展につなげること
が望まれる。

大学のシーズは産業界
のニーズに刺激されな
がら展開する側面があ
り、クラスタープログラ
ムによって大学と企業
の得意な分野、装置、
方法論による協働で事
業展開がされてきた。ま
た、卒業、修論研究テ
ーマも関連するため、
企業人との交流も進
み、インターンシップに
類似した教育効果も生
まれている。このように
教育・研究の両面で高
い効果があるため、科
学技術立国の観点から
も、概念と技術的伝承
の観点からも文部科学
省の枠組みでさらなる
推進をお願いしたい。

7070

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

厚生
労働
省

25106

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（４）難治
性疾患克服
研究 難病・
がん等の疾
患分野の医
療の実用化
研究の一部
（難病関連研
究分野）（仮
称）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

難治性疾患克服研究事
業で研究費をいただい
ております、間脳下垂
体機能障害に関する調
査研究班事務局の者で
す。 
当該疾患に関しまして
専門知識のない立場で
恐縮ではありますが、
研究課題に対し優先度
をつけられる必要性は
十分理解するところで
はあるものの、その判
定には有識者による広
い見識と公平な判断で
もって行っていただきた
い・・・慎重を期していた
だきたいと考えます。 

希少性の高さ、及び治
療法が未確立の疾患に
関して優先すると同時
に、長年の研究で成果
の出てきている分野に
関しても引き続きの支
援が必要と考えます。
容易に優劣のつけられ
る事ではないからこそ、
採択課題の選定にあた
っては徹底的な情報収
集に時間を割くことが必
須であり、場合によって
は申請予定の研究代表
者等を集めての討論会
を行っても良いのでは
ないでしょうか。 
当然、代表者は各々の
研究の必要性を主張す
るかと思いますが、直
接声を聞くことは意義あ
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ることではないかと考え
ます。 

7071

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

推進してください。
以前も言いましたが研
究職の確保は大事で
す。

7072

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

特別研究員事業は、今
まで以上に推進すべ
き。特に、PD等におい
ても若手を優先する事
を望む。

特別研究員事業は、若
手研究者にとって、研
究を行うための良い目
標になっている。 
一方、年齢が他のフェ
ローシップよりも高く設
定されている。これは、
より若手を育成するた
めに、年齢や、博士取
得後の年月等によって
分けて審査する事が、
より良いと考えられる。

7073

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

WPIプログラムは成功し
ている。これを継続的に
推進すべきである。現
在の国の予算状況から
見て、新たに拠点を設
けるのは適切ではな
い。継続の拠点に注力
すべきである。一方、拠
点内の研究者の事務的
な作業をさらに極力減
らさないといけない

WPI拠点には世界的に
有名な研究者が集まっ
ているにもかかわらず、
その研究者たちの研究
の自由が保障されてい
るとは言いがたい。これ
は、レビューが厳しいた
めにレビューのために
研究者が様々な活動を
起こさねばならず、結果
として研究者自身の実
施したい研究活動を阻
害しているという現状が
あるためである。レビュ
ーの審査レベルを引き
下げ、拠点に自由な研
究を認め推進しなけれ
ば、せっかくの大規模
予算の注力と新しい拠
点が死んでしまう。

7074
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

積極的に推進するべき
であると考えます。

本研究プログラムの内
容は、生命科学の学術
研究の発展及び基盤充
実のために重要であ
り、また医薬分野への
応用においても大きく貢
献するものと思われま
す。

現在理系の大学院に通

現在大学院で研究の基
礎を学んでいる身とし
て、何人かの先輩方が
「グローバルCOEプログ
ラムで支援を受けたお
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7075

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

う修士2年の大学院生
です。グローバルCOE
プログラムはこれから
の未来を担う大学院生
の人材支援を主な目的
としたものです。その方
針は今後の日本を担う
若者を国内で育てるた
めの政策として、現政
権の政策方針にも適っ
ていると思われ、このま
ま推進すべきと思われ
ます。

かげで大学院時代の研
究に集中できたし、なか
ったら博士後期課程に
進まなかったかもしれな
い」といった生の声を聞
きました。その先輩方は
日本発の世界に誇れる
成果を多く出され、グロ
ーバルCOEプログラム
の「若者を世界第一線
の研究者に育てる」とい
う目的を達成することに
貢献していると思いま
す。今後もこの先輩方
のような人を育成してい
くためにも、このまま推
進していくべきではない
かと思います。

7076
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

このまま推進していくこ
とが望ましいと考える。

日本が得意とする技術
分野の一つであるた
め。

7077

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

インターネット上の問題
を抜本的に解決する、
新世代ネットワークの早
期構築と速やかな移行
が、国民インフラとして
のネットワーク提供に重
要である。

社会基盤としてのネット
ワークとしては、インタ
ーネットはあまりにも不
完全であり、安全・安心
なコミュニケーションを
提供し、国民の生活を
豊かにするためのネット
ワーク構築が必須であ
ることから、本研究開発
を速やかかつ強力に推
進していくことが重要で
ある。

7078
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

ゲノム医科学研究は，
是非推進すべきと考え
ます．

ゲノム医科学研究によ
り，テーラーメイド医療
が実現可能となること
から，患者への有効性
安全性に対するメリット
になるのみならず，医
療経済的にも有益であ
ると考えるため．

7079

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム

このまま
推進す
べき

本施策の継続推進と優
先判定を強く求めます。
一律10％削減などとい
う愚策をとらないようお
願いします。

疲弊が進む地域産業に
とって、地域の大学を中
心とした産学公連携に
よる技術開発、とりわけ
環境分野に有用な新素
材や新技術の開発は、
地域企業やそこに働く
人々にとって希望の星
であるばかりでなく、技
術立国を目指す日本に
とっても将来に向けたキ
ーとなる施策です。他の
予算を削ってでも優先
的に措置すべき事業で
あると確信します。
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7080

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者の支援は、
男女共同参画社会の実
現のために必要な施策
であり、長期的な支援
が必要である。

我が国が継続的に発展
していくためには、女性
の力が不可欠であり、
女性研究者の割合を高
めることは、女性の社
会的地位の向上につな
がるものと考える。

7081
その
他

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

設備の規模において
は、海外拠点の増設も
すべきだと考えます。

例えば長距離伝送試験
や広域分散環境での試
験等、検証内容の幅が
広がると考えるためで
す。

7082

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24105

独）科学技術
振興機構運
営費交付金 
「先端的低炭
素化技術開
発」

このまま
推進す
べき

特に工学的手法にこだ
わらず、広い範囲の科
学技術を利用した低炭
素化技術開発に期待す
る。

工学的手法では結局の
ところ、石油依存型社
会のままである。石油を
原料にしないような技術
（バイオリファイナリーな
ど）への積極的な支援
が無ければ結局意味が
ない。

7083

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

小林・益川先生がノー
ベル賞をとった。 
その理論の証明したの
がこの研究である。 
まだ、この研究は未完
成であり、現在世界でこ
の研究を行えるのはこ
こしかない。この研究を
ここで止めるのは、世界
的な損失となり得る。 
ましてや、日本人にノー
ベル賞をもたらした日本
で行われている実験を
日本人が止めたとあっ
ては世界的に恥ずかし
く、世界の信用すら失
う。 
ぜひ進めるべきである。 

様々国の研究者と会話
すると、この実験のすご
さがわかる。 
これを経済を理由に止
めたのでは、「あの国は
心が貧しい国」と言われ
るようで悲しい。 

7084
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

最先端の装置を設置
し、最先端の研究をす
ることで国力がアップす
る。ニュートリノやミュオ
ンといった日本が世界
をリードしている研究を
強化すべき。

最先端の装置を開発す
ることは、民間企業の
技術力向上も期待でき
る。世界一の研究・技術
は、日本国民の自信に
もつながる。

大学・
公的
研究

意欲・能力のある若手
研究者が任期付きのポ
ストに就けたとしても、
次のポストを得るため
に時間や労力が割かれ
る。何より将来への不
安から、研究を続けるこ

特に女性研究者への支
援を強化することは、少
子化問題の緩和にもつ
ながり社会への波及効
果が大きい。出産・子育
てをしながら活躍する
女性研究者が増加すれ
ばそれだけで下の世代
への良いモデルとなり、
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7085

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

とをやめてしまう者が少
なからずおり、非常に残
念である。特に女性の
場合、妊娠から子育て
の期間がそこに加わる
ことにより、更にキャリ
アパスに不安要素が加
わるため、一層の理解・
支援を必要とする。

また本人にとっても研究
者・人間としての幅を広
げる良い機会となるで
あろう。 
また、理数系に進学す
る女子（生徒）を増やそ
うとする取り組みも評価
できるが、いざ研究者
の道を選択した人達へ
の支援が薄いものであ
れば、片手落ちだと思う
からである。

7086

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画による基礎科学をこ
のまま進めてほしい。

この不安定核ビームを
による研究は、先駆的
なユニークなものであ
り、世界の研究者から
待望されているもので
ある。 
研究現場での国内の大
学・研究所間の協力、
また、国際協力が進ん
でおり、多くの日本の若
手研究者や外国人研究
者が参加している。 
また、これまでに、世界
に先駆けた研究成果が
多く出てきており、この
施策を進めることは、き
わめて有効であると思
われる。 
また、宇宙論や材料研
究など、幅広い分野に
影響を及ぼす研究であ
る。

7087

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

これまで稼働してきた
KEK Bファクトリーの建
設、運転の経験を次世
代の若手研究者に引き
継がれるように推進して
いただきたい。

電子と陽電子の衝突ル
ミノシティで世界最高の
性能を出したKEKBの高
度化を推進することは、
世界の素粒子実験研究
者から期待されており、
世界をリードする加速
器を建設するプロジェク
トを継続する意義は大
きい。

7088

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海洋生物資源の基礎デ
ータを収集することは重
要であり、積極的に推
進すべきであるが、農
水省の意見を踏まえる
だけでなく、農水省が管
轄する施策との積極的
な統合を図り、効率的
かつ総合的な研究をは
かることが出来るよう改
善すべきである。

海洋生物資源の基礎デ
ータの収集は、漁業な
ど、食糧に直結する問
題としても重要である
が、科学研究としての
基礎データの収集も重
要であり、それらは民間
投資では十分に行われ
づらい分野であると考
えられるため、学術研
究として、国家は積極
的に投資すべきであ
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る。

7089

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27119

革新型蓄電
池先端科学
基礎研究事
業

このまま
推進す
べき

先日大阪でリチウムイ
オン電池関係の講演を
聴いたが、その中でリチ
ウムイオン電池の中味
については良く分かって
いないということであっ
た。電池の中味を知る
ことは確かに難しいで
あろうが、現在の先端
科学技術を駆使して中
で起こる現象を正確に
把握することが必要で
ある。それがないと電池
の応用技術の展開が砂
上の楼閣のようになっ
てしまう。電池の中味を
正確に知るという基礎
的な研究は、日本の電
池産業が国際的に競争
力を維持していくために
は是非とも必要である。

電池技術は次世代の自
動車の中核技術になる
だけでなく、太陽光発電
などの再生エネルギー
の導入にも必要な技術
である。電池技術は、21
世紀のエネルギーと環
境の問題を解決し、次
世代自動車や新エネル
ギー・環境関連の産業
を育て、世界をリードす
る産業の基となる技術
であり、そのためには基
礎研究についても積極
的に推進しなければな
らない。基礎研究は文
部科学省の役割かもし
れないが、経済産業賞
がいち早く電池の基礎
研究に着目し、これに
取組んでいることはす
ばらしいことである。是
非とも、これを一層発展
させて欲しい。

7090

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは大学院における
科学教育の発展と理科
離れが進む中での若手
研究者育成のため重要
であり、今後とも推進し
てほしい。

GCOEによって、若手研
究者の研究意欲・能力
は確実に向上してい
る。逆にGCOEを縮小さ
せるとすでに深刻化し
ているポスドク問題に致
命的な悪影響が出るで
あろう。

7091

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

推進してください。
日本の得意分野は生か
すべきです。

7092
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

材料・その他を、環境に
配慮し、小さいスペース
で量産出来、安く提供
できれば、日本の産業・
世界の産業に大きな革
命をもたらします。基盤
技術が日本より世界へ
発信出来る様、国を上
げ取り組む事が必要と
思います。印刷するよう
に基盤が作れたら、ど
れだけ、コスト削減が出
来るか。コストの面だけ
ではなく、さまざまな分
野で 

半導体・ＭＥＭＳ開発の
会社に勤め、まだ日が
浅い私です。 
難しい技術的な内容ま
ではわかりません。た
だ、国益になる技術を 
国でバックアップして欲
しいと思います。他の国
に流れないように 
1番をとる事が必要不可
欠です。世界の競争の
中で、いち早く完成に向
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広がりをみせる事業と
思います。また、世界に
広まれば、地球温暖化
にも多いに貢献する事
でしょう。

け世界に発信できる
様、切に望みます。

7093

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化する。また、大
学附属病院においては
質の高い医療を提供す
るためにも、本事業は
極めて重要である。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

7094
その
他

50～
59歳

総務
省

20102 超高速
このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として尤も
重要な産業であり、また
光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
あると考えます。 
 よって、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々国と
して力を入れるべき分
野だと考えます。

 光通信産業は、全て
の産業の基盤になるも
のであり、これからの２
１世紀の日本で最も成
長が見込める最も重要
なグリーンＩＴ産業である
からです。

7095

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。
また、特に若手の研究
者が自由な応募しやす
い研究資金である。

そもそも。講座配分の
研究費はほとんど確保
されていない。さらに、 
大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。長年、審
査委員を行ってきたが、
研究者が独自に考えた
自由な発想を展開して
いるものが増えている。
我が国の科学分野にお
ける国際的な地位を確
保するためにも、必要
不可欠なものと考える。

7096 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24113

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観
測衛星網の
構築」

このまま
推進す
べき

この事業は単に環境問
題に寄与するだけでな
く、日常の気象予測、災
害対策に直結するもの
である。予算削減・事業
の中止は日本のみなら
ず他国の人命や財産に

地球観測衛星網の構築
は日本だけでなく国際
的に役割分担をしなが
ら行うものであり、日本
が事業を縮小したり中
止すれば他国にも迷惑
をかけることになり、国
際的地位の低下に直結
する。中国やインドの台
頭が喧伝されている
が、観測データを他国
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設試
等）

も深刻な災禍をもたら
す恐れがあるのでこの
まま推進すべきである。

に全面的に公開しない
国には責任ある地位を
占める資格はない。日
本はそれが出来る国で
あり、国際的な期待も
大きい。 

7097

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

植物の生産性・機能向
上を目指したメタボリッ
クシステムの解明研
究、遺伝子組み換え植
物の安全性評価のため
のメタボローム解析研
究を中心とし、より広範
囲な植物科学研究がも
とめられる。

最近の革新的な技術発
展により植物を研究で
きる環境ができつつあ
るため、重点的な予算
配分は必要である。

7098

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24123
脳科学総合
研究事業費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

減額せず、昨年度と同
額もしくは増額して推進
すべきだと思います。  
脳研究の基盤を作る基
礎研究への投資であ
り、脳科学研究戦略推
進プログラムと比べて、
政治的な面が少なく、
広く一般公募を実行で
きる施策だと思います。
むしろ、集中的に増額
すべき施策だと思いま
す。

脳はあまりにも何も分
かっておらず、ちょうど
30年程前の発生生物学
のような状態です。発生
生物学は、長年の基礎
研究を経て、iPS細胞と
いう素晴らしい成果を生
み出しました。 脳研究
も、30年後を見据えた
基盤作りに力を入れる
ことが重要であり、この
長期投資が、次世代の
iPS細胞のような大発
見、ひいては、資源の
乏しい日本の国力と豊
かさにつながるものと考
えます。

7099

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

学術研究発展のため
に、科学研究費補助金
の制度はこのまま推進
すべきです。

研究者の自由な発想に
基づく研究を支援する
科研費の制度は日本の
知的財産の蓄積に大き
く寄与しています。

7100

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

新興国の追随が激しく
なっている今日、技術
立国を謳う我が国の元
気を取り戻すために
は、地方の中小企業の
活性化が必須である。
地方の企業が独自に国
際的に飛躍したいと考
えても人材と設備面で
力不足であることは否
めない。そこで、本件の
プログラムを構築推進
することは極めて有意
義であると考える。

証券一部、二部に上場
しているような企業は自
前で新製品を開発し、
それを世界規模で展開
することを可能にする経
営資源を持っている。し
かし、地方の大多数の
企業は、独自に製品開
発をはじめとするビジネ
スを展開するために
は、技術、人材、設備の
すべてにおいて力不足
であるので、地域のまと
まりとして支援する意義
は大である。
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7101

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ークプログラ
ム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにおいて、熱帯地
に研究室を置き研究者
を常駐させることは重要
であるから

7102

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

小規模な基礎研究に対
する予算をもっと手厚く
して欲しい。

大規模プロジェクトの予
算が多いところである
が、地道に展開してい
る基礎研究もさらに大
事に考えて頂きたい。

7103

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
基礎科学にとって、重
要な競争的資金であ
り、大学など、通常の資
金では行うことが出来
ない野心的な研究を奨
励するものであり、予算
を十分充当すべき施策
である。

基礎科学などにとって、
企業などからの資金調
達は難しい研究分野を
確実に進めることにな
るからであり、特に若い
研究者にとって、新鮮な
アイデアさえあれば、予
算を獲得でき、研究を
実行する推進力にな
る。

7104

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

基礎物理法則の探求か
ら産業応用まで幅広く
行われる J-PARC は
日本で強力に推進すべ
きである。

今日の日本における科
学ファシリティーの充実
は世界でもトップクラス
でありそこで行われる
研究は日本に多面的な
意味での豊かさをもた
らしている。そういったフ
ァシリティーの充実は今
後の日本にきわめて重
要である。中でも J-
PARC は単一目的では
なくバラエティに富んだ
研究や産業利用への道
をひらくユニークなファ
シリティーであり、世界
中から研究者や企業が
利用を希望している。こ
のような施設が日本で
稼動していることは、今
後の日本が世界の中で
立脚するのにきわめて
重要である。また当然
ながらここで行われてい
る最先端の研究は未知
を解明し人類の存続や
繁栄に役立つ可能性を
十二分に秘めている。

大学・
公的

さまざまな分野の学術
研究を助成することによ
り、各分野における抜き
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7105

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

多岐にわたる研究を支
援するうえで必要な補
助金である。

んでた研究や各分野を
横断した研究を実施す
ることにより、その成果
として、国民の生活向
上や経済発展に多いに
寄与してきている。

7106
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27151

次世代ロボッ
ト知能化技術
開発プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

ロボットには、人間との
コミュニケーションという
側面もあり、自然言語
に関する研究にも力を
入れてはどうでしょう
か。人との対話、あるい
は機械翻訳といった分
野です。

世界的に見ても日本人
のロボット好きは秀でて
いますし、技術も最先端
にあると思います。ロボ
ットは今後成長産業とな
ると思われますし、安価
な家電を目指すアジア
とは一線を画す技術を
必要とします。アジア勢
が家電業界で急速に成
長する中、追いつけな
い技術で最先端の分野
を日本がリードすべき、
と考えます。グローバル
社会において英語が苦
手な現代の日本を救う
ため、機械翻訳の研究
開発が急務ではないか
と思います。

7107

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBF は世界最強の不
安定原子核加速器施設
であり日本の原子核物
理学の発展のために必
要不可欠な装置であ
る。ようやっと完成して
これから成果を出そうと
いうところで電気代、維
持費が不足している現
状は残念と言わざるを
得ない。世界最高の加
速器を製作したのだか
ら国としてしっかりバッ
クアップしてその性能を
発揮できる環境を整え
ていただきたい。

エキゾティック原子核研
究者の長年の夢が
RIBFとして結実した。世
界の同様の装置も黙っ
て見ているわけではな
く、装置のアップグレー
ド、新型装置の製作で
世界一の座を奪還しよ
うと切磋琢磨している。
最先端の研究では「一
位にならないといけない
のか？」という話ではな
く、「一位を目指さないと
一流になれない」のが
実情である。幸いRIBF
はここ数年間は世界最
高の性能を持った加速
器である。この優位を活
かせるよう国の強力な
サポートを期待する。

7108

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

大学の教員のレベル向
上にとってこの取り組み
は重要である。

オーバードクターの現
状下、優秀な若い研究
者に適切な職を与える
必要がある。

新世代通信 このまま

テストベッドを活用し、プ
ラットフォームやインフラ
の整備に留まらず、そ

インフラとアプリケーショ
ンの双方をユーザに提
供することで国内のみ
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7109
その
他

40～
49歳

総務
省

20003

網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

推進す
べき

の上で動作するアプリ
ケーションの技術開発
も行うことが必要だと考
えます。

ならず海外へも一気に
新技術を展開すること
ができると考えるためで
す。

7110

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

これまで得られた成果
や基盤を活用を加速さ
せるためにも、推進させ
るべきである。

これまでにも着実に成
果が報告され、解析技
術もますます発展してき
ている。さらなる社会還
元を達成すること、多く
の研究者が高度な解析
技術を利用できるように
するためにも、継続的な
支援が必要である。

7111

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

任期の有無に関わら
ず，博士課程卒業後の
進路選択の不自由さ，
あるいは不安感から研
究職を諦めていく優秀
な人材は少なくない．そ
のような若手の人材が
少しでも将来に希望を
持ち，なおかつ将来の
科学技術立国を支えて
いく志を維持していく為
にも，若手に対する多
様なポストの整備は重
要なことと考える．その
為の施策としてテニュア
トラックの普及・整備は
推進していく価値がある
ものと考える．

中国やインド等，低コス
トで工業製品を生産す
る国が増えていく中で，
資源の少ない我が国
が，世界で一定のプレ
ゼンスを示していく上で
自然科学の基礎研究
や，応用研究（産業利
用など）は今後さらに重
要になる．その為の基
盤こそが教育であり若
手の人材育成であると
考える．事実，自然科
学系のどの分野も若手
が足りないと嘆きなが
ら，一方で現状は，ポス
トの少なさ等に起因す
る将来へのリスクの高
さから，若手が希望を
持って研究職を目指す
ような環境にあるとは言
い難い．それをこの施
策で少しでも緩和出来
ると良いと考えた．

7112
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症ワクチンを使え
るように研究を進めてく
ださい。

花粉症で春先は何もで
きません。薬で抑えるの
でなく、花粉症を治療で
きるようにしてください。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部

感染症研究
国際ネットワ このまま

本事業は、現在および
近未来において必ずや
訪れると予想されるグ
ローバルレベルの新
興・再興感染症の到来
という脅威に対して、そ
うした感染症が発生す
る可能性がある地球上
の複数箇所に拠点を定
めて研究活動を行なう
ものである。一早い感
染動向の察知という現
実的な利点は言うに及

本事業の特色は、新型
の感染症が発生すると
目される海外の国・地
域において、研究者が
常駐した形で、現地の
研究者らと共同研究す
るところにある。グロー
バルスケールで拡大す
る感染症を国内に留ま
って行なうのは、材料の
入手を好例に限界があ
るのは明白である。たと
えばHIV・エイズの問題
では、常に新しい型の
ウイルスがアフリカ大陸
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7113

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24132

ーク推進プロ
グラム

推進す
べき

ばず、それぞれの拠点
における研究知見と成
果をネットワーク形成に
よって更に有効に活用
することによって、最終
的には我が国と拠点設
置国、双方の研究基盤
能力を高め、ひいては
感染症の克服に国際的
に資することをねらいと
している重要な施策で
あり、賛同するのは無
論のこと、大いに推進さ
れるべきだと考える。

の内部では生成されて
いるという事実がある。
そうした根源に現地の
研究者らと一緒にアク
セスすることが出来る
本プログラムのコンセプ
トは、従来の感染症研
究の枠に当てはまらな
いユニークなものであ
り、日本と発展途上国
双方の人材育成にも裨
益され、科学研究を通し
た平和外交としても役
立つなど多面的有用性
があると言える。

7114

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

生物学研究にとって，
公的機関で保証された
実験生物や実験材料は
欠くべからざるものであ
る．

私の研究でもナショナ
ルバイオリソースプロジ
ェクト事業で整備された
リソースを使用して研究
を進めており，その有用
性を実感している．

7115

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最高強
度の陽子ビームを使
い、様々な物質の性質
を明らかにするとともに
その応用を目指した研
究を推進する施設であ
る。そこから生成される
大量のレプトン、中間子
等を使った研究によりこ
れまでにない新たな研
究を展開できることは間
違いない。世界をリード
する研究拠点として、こ
の施設の充実と研究推
進は不可欠である。

物理学の研究は文化と
しての側面を持つと同
時に、それを用いること
により、より良い生活を
実現するための技術の
基盤となる。JPARCは
その両面を実現できる
研究施設である。また、
日本は今後科学技術や
学問の分野での発展す
ることが望まれるであろ
うが、そのためにも、こ
のような施設を維持し、
そこに関わる研究者、
技術者を養成すること
が重要である。

7116

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

その他
実施理由の公での説明
が必要。

そのまま推進すればい
いが、この施策の実施
にあたって、メディアに
向けての理由発信が必
要だと感じた。どうして
沖縄なのか、といったこ
とが資料に書いておら
ず、分かりづらい。

大学・

欧米の大学や研究機関
に所属する研究員の男
女比と比較して、日本
は男性比が高い。 
このせいで諸外国に対
する日本のイメージは
非常に悪い。 
男女差別の色濃く残る
時代遅れの国家と思わ
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7117

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

非常に力を入れて進め
るべき。

れている。 
事実まだまだそうでは
あるが。 
短いタイムスケールで
見ると男性差別になる
が、長い目で見ると男
女問わず日本全体の利
益につながると思われ
るので、予算を割いて、
女性研究者のつくポスト
を増やすべきである。 
女性枠を設けるのでは
なくポスト純増でポスド
ク問題の解決にも寄与
すべきである。

7118

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立して
研究できる環境を整備
することは重要である。

研究者養成の支援策と
して必要である。

7119
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

今やワイヤレスネットワ
ークは、個人（家庭）か
ら宇宙までとあらゆる分
野で使用されており、生
活していく上でなくては
ならない技術となった。
今後はさらにワイヤレス
ネットワークの分野が広
がっていく状況の中、国
際競争力を向上させる
為には、民官一体とな
っての協力が不可欠で
あると考える。

本施策では、国として研
究開発を行うことで、民
間だけでは難しい国際
標準化作業などが行え
る為、国際競争力を向
上につながり将来的に
は国益に繋がるものと
考える。 

7120

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現在、博士課程進学を
考えている修士課程2
年の者です。以後、博
士号取得者の雇用の拡
大、学術的活動分野の
拡大、社会に対する博
士号取得のメリットの広
い認知、博士進学者の
希望的観測を持った研
究活動を推進させるた
め、現在のプログラム
の改善、見直しを希望し
ます。

就職活動と研究活動を
同時に行う過程におい
て感じた事は、企業説
明会などで、講演者の
方が博士課程進学に対
するイメージを悪くし勝
ちであるという点です。
「視野が狭くなる」「社会
性が乏しくなる」などの
表現で、就職内定者が
博士号取得のデメリット
を植え付けられている
ように感じます。これで
は、博士号取得のイメ
ージは悪くなる一方で
あり、教育プログラムの
改善の必要性を認識し
ました。

基礎研究は産業と直結
しないため、企業等の
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7121

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

優先度判定において、
生命科学の中の基礎研
究分野に重点を置く必
要がある。特に生物の
根幹をなすRNAの研究
は大変重要であるが、
優先度判定対象施策リ
ストを見る限り、その重
要性は正当に評価され
ておらず、RNA研究に
重点を置くべく優先度の
再考が必要である。

支援を受ける機会は少
ない。しかし長期的に
は、国民の生活を向上
させる技術開発につな
がる可能性を持つ。本
国の科学技術の継続的
発展には、基礎研究に
対する政府の積極的支
援が不可欠である。ま
た、RNAは生物の根幹
をなす物質であるが、そ
の研究は他分野に比べ
大幅に遅れており、積
極的な研究の進展が求
められる。 
ヒトにおける高次機能だ
けでなく、全生物に普遍
的なRNAの機能は生物
の誕生と進化と深く関
連し、その研究は生命
の本質の理解に不可欠
である。

7122
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

ITER計画は7極による
国際協力の下で推進さ
れるものであり、ITER本
体はフランスに建設さ
れるとともに、その補完
として日・欧協力下で実
施されるブロードアプロ
ーチ活動を通じ、安全
な核融合反応を実現す
ることにより、将来展望
を拓く重要な活動であ
る。エネルギー基本計
画でも着実な推進が謳
われている。 
日本の国際的な立場や
恒久的な人類のエネル
ギーセキュリティー、日
本の科学立国の観点か
らも、重要な施策であり
着実な推進が必要であ
る。

ITER計画は国際協定に
基づき実施されるもの
であり、各国の費用分
担割合が定まっている
とともに、建設期間中の
脱退は認められていな
い。 
途上国の経済発展に伴
いエネルギーや環境問
題が顕在化しており、資
源の国際間の抱え込み
が始まっている状況下
で、地下資源に頼らず、
恒久的なエネルギーを
確保することは喫緊の
課題である。加えて原
子力の社会的受容性
と、将来の科学技術者
の確保の観点からも、
長期的視野に立った着
実な推進が必要であ
る。

7123
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

世の中の通信需要の増
加に対応し、かつ継続
可能な世の実現には 
低消費電力な通信シス
テムへ向けた技術開発
が不可欠である。また、
北米依存の脱ルータネ
ットワークへ向けた取り
組みが重要であり、本
研究はこの２つの目的
から重要であると考え

日本が平和で豊かな国
であり続けるには、足腰
が強くあり続ける必要
がある。通信技術は国
を支える足腰の一つで
ある。 
中でも光通信のめまぐ
るしい技術革新の世界
の中で日本が技術優位
性を保っていくには、特
に中国が国策をあげて
強化している中、 
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る。 国の施策としての強化
が不可欠と考えるた
め。 

7124
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

将来に渡って継続的に
安定した通信インフラ環
境を維持するための技
術開発は重要である。
通信量が増加し続ける
現状において、省電力
化を重要視する点はリ
ーズナブルである。光
技術と電気技術でバラ
ンス感のあるテーマが
挙げられており、実フィ
ールドで成果を発揮で
きる期待が持てる。光
の道構想にはそれを支
える技術が必要であり、
日本がリードして作って
いくことで、グローバル
ビジネスにて優位な立
場となる期待がもてる。 

通信インフラは経済・生
活を支える重要な社会
基盤であり、将来に渡っ
て継続的に安定した環
境を維持することが日
本の持続的発展に必要
である。インターネット
通信量は年々堅調に伸
びているのは事実であ
り、新技術の導入が必
要になるのは間違いな
いと考えられる。通信量
が増えても消費電力が
抑えるような省電力化
を重要視する点、アプロ
ーチとして光技術にス
ポットを当てる点も科学
的に理解できる。

7125
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

エレクトロニクス機器製
造エネルギーの削減及
び素材製造時の省資 
源化の貢献に寄与する
と考えるため、このまま
推進すべきである。 

印刷技術によるデバイ
スの開発により、我が
国部材産業及びデバイ
ス産業の競争力強化を
図るとともに製造プロセ
スの革新的省資源化、
省エネルギー化を図る
ことにつながる、と考え
るため。また、グリーン
イノベーションを通じた
新産業創出実現するこ
とで、CO２排出量削減
効果、及び新市場創
出、新雇用創出を推進
する上で重要な施策で
ある、と考えるため。

7126

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究活動、特に実験的
研究分野においては時
に多大な予算が必要で
ある機会が多い。素晴
らしいアイデアを持つ
が、遂行するための予
算がないためそのアイ
デアが世に出ないとい
うのは非常に無意味で
ある。本プロジェクトに
よる研究補助は、未だ
埋もれている知的財産
を日本国から発するた
めに是非とも必要なも
のであると考える。

研究補助金の存在は、
数多の研究者にとって
重要なものである。これ
までにも日本国はたくさ
んの素晴らしい実験的
アイデアを世界に発信
してきた。それは研究に
必要な物品をそろえる
資金があってこその結
果である。本プロジェク
トの推進をやめた場
合、研究活動が困難に
なるグループも少なか
らずでてくるであろう。
重要な研究が、金銭面
での束縛により遂行で
きなくなるというのはこ
の国の研究活動におい

34



て大きな痛手となると考
える。

7127

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

現在は様々な研究材料
を用いて研究を進める
時代であるが、その材
料の管理はますます煩
雑になっている。そのた
め、研究資源を一括し
て管理する拠点があれ
ば、本来の研究に集中
でき、無用のトラブルも
回避できる。また自分
が持っていない研究資
源にアクセスする際も、
個々の研究者に依頼す
るには手間がかかるた
め、一括管理されてい
ると大変便利である。こ
れまでもバイオリソース
プロジェクトから研究を
支援頂いている立場と
して、日本の科学研究
推進のために、この事
業は継続されるべきだ
と実感している。

日本が科学技術立国を
目指すためには、一丸
となって研究を推進す
るべきである。そのため
に、使用できる研究資
源を一括管理し、皆が
それに自由にアクセス
して利用できる拠点を
作っておくべきである。
そうでなければ宝の持
ち腐れのような状況に
なり、研究の効率が悪く
なる。従ってバイオリソ
ースプロジェクトは継続
されるべきである。

7128

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

先駆的な異分野融合研
究であり、積極的に推
進するべき。

工学系（化学）と生物系
の異分野融合研究であ
り、今後の異分野融合
のモデルともなりうるか
ら。

7129

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

生命現象にかかわるタ
ンパク質の構造と機能
を明らかにすることは、
生命現象をそれらのの
相互作用として理解す
るための第一歩として
必要である。このプログ
ラムは、これまで十分に
成果を上げてきており、
今後も大いに推進すべ
きである。

このような研究は医療
の進歩など社会福祉充
実のために必要である
だけでなく,学問の発展
をめざすものでもあり、
日本が先進国である以
上、人類の将来のため
に行わなければならな
いものだと考える｡

7130

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究の重要性に鑑
み、予算の充実を望み
ます。

大学における研究活動
の活性化および人材育
成は、我が国の今後の
発展のための重要な要
素と考えます。

目的として海外へのア
本項目に挙げられてい
る施策は宇宙開発の中
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7131
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

ピールや宇宙機器輸出
などが挙げられている
が、国内における人材
育成や科学コミュニティ
の活性化、理科教育の
促進などを強く打ち出
すべきである。

でも先端的で、従事す
る技術者や成果を活用
する科学者の育成に大
きく寄与できるし、青少
年の注目度も高い。世
界展開に偏って強調し
すぎるのは本質を外し
ていると考える。

7132
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

本技術は我が国におけ
る石油産業の国際競争
力強化における鍵と考
えられ、大いに期待して
いる。

燃料油の国内需要が減
少していく中で、余剰留
分の有効利用は、石油
産業の国際競争力を高
める上で重要である。
特に、エネルギー源とし
ての利用から石油化学
品原料としての利用へ
の転換は、付加価値向
上の観点から不可欠で
ある。

7133

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人化後、耐
震改修やアスベスト対
策など優先的に施設整
備が図られたところであ
るが、今後も教育研究
を安心・安全な環境で
行うためにも、施設の耐
震化、老朽・狭隘等に
対応可能な安定的、継
続的な予算措置は必要
である。

施設の老朽化等は深刻
な問題である。学生が
安心して学べるキャン
パス、教員が安心して
研究及び学生指導がで
きる環境を維持していく
には、安定的・継続的な
財政支援が必要である
と考える。

7134

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178 SPring-8
このまま
推進す
べき

SPring-8によって、幅広
い分野で革新的な成果
が上がっており、まずま
す推進してほしい。

私の関係する固体地球
科学分野でも、SPring-
8を用いた重要な発見
が相次いでおり、それ
によって日本の固体地
球科学が世界のトップ
に位置することが可能
になっている。近来まれ
に見る有用かつ革新的
な施設であり、今後の
発展を望む。

7135
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

新しい技術が海外に取
って代わられつつある
今日の日本にとって、
基礎研究を大切にする
ことは、非常に重要であ
る。もっと額を増やして
でも実施するべきと考え
る。また、基礎研究こそ
何で芽がでるのかわか
らないものであり、分野
を極端に絞った基礎研
究への投資はいかがも
のがと考える。多少の
配分の考慮はあっても
全体的には、広くしかつ

基礎研究は、波があり、
ある瞬間で注目されて
も、そのまま実用化まで
いくケースはなかなか
無いのが実情であり、
人、モノ、金をある瞬間
にものすごく投入すれ
ばよいというものではな
い。かつて、人工知能
が注目されて第５世代
コンピュータの一大国
家プロジェクトが推進さ
れたこともあったが、結
果は、ほとんど空中分
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継続的に投資すること
が重要である。

解だった。

7136
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

本開発の目的は、重要
減退が必至となってい
る重質油を、ますますア
ジアを中心にした需要
増が予想されるＢＴＸに
変換しようとするもの
で、必ず余剰となり解決
しなけらばならない問題
である。 
これまでに確立された
技術では、分解により
白油化するものである
が、リーマンショック以
降ガソリン、軽油等の需
要も収縮しており、今後
の解決策とはならない
可能性が高まっており、
本技術の確立が近々の
解決策となると思慮さ
れるので、積極的に推
進すべき考える。

開発しようとしている技
術は、需要減となる重
質油の問題を解決した
上で、ＢＴＸの需要増に
対応できるもので、一石
二鳥の技術となる。しか
も、生成するものが需
要増が予想されるＢＴＸ
であるということは、ＢＴ
Ｘ生産が本技術の適用
のドライビングフォース
となることが考えられ、
重質油の削減がより促
進される可能性があり
二酸化炭素削減に寄与
する可能性も考えられ
る有益な技術とも考えら
れるので。

7137
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

仕分け作業について 
国民の意見を聞くことは
非常に大切なことと思
います。 
しかし、人の心は移り変
わるものです。 
理性より感情に重きが
置かれると思っていま
す。 
政治家は将来を見据
え、長期的な判断をして
いただきたい。 
多くの人が反対でも信
念を持って決断すること
が重要である。 
烏合の衆を導くのが使
命と思います。 
首相がころころ変わる、
余りにも国民（メディ
ア？）に 
振り回された結果であ
る。

花粉症に悩まされる人
は身の回りにたくさんい
ます。 
私も酷い時は鼻水が止
まらず、ティッシュで鼻
をかむと 
鼻の下がただれて痛く
なり、クシャミもとまらず
大変な 
思いをしています。 
（余談ですが・・タオル
地のハンカチが便利で
した。 
一日二枚はグショグショ
になります。） 
一日も早く、よい薬がで
きることを望んでいま
す。 

7138

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

大学等の最新研究設備
の中で、特殊かつ特徴
ある装置で商用で利用
できるものがない場合、
民間から利用できるよう
にするこの制度は資
源、資金の有効利用と
して非常に有意義であ
る。

 これまでに公的研究
機関の最新研究設備の
利用について制度が 
整備されておらず、企
業等の民間利用が立ち
遅れていた。本事業 
の継続により、最新研
究設備の民間利用を制
度化し円滑、容易に進
められるよう継続すべき
である。

37



7139
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

現在の日本には、液体
ロケットであるＨ－２Ａが
あるが、固体ロケットは
２００６年のＭロケット打
ち上げ終了以来途絶え
てしまっているので、新
固体ロケットの開発を進
めるべきであると考え
る。

施策の目的および概要
にも書かれているが、
今までの技術的蓄積を
無駄にしないためにも、
開発を続けてほしい。
液体ロケットと固体ロケ
ットでは、長所・短所、
技術的なノウハウも異
なると思われるので、Ｈ
－２Ａがあるから固体ロ
ケットは不要であるとは
思えない。

7140

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

本施設の利用者の立場
から。本プロジェクトは
世界的に非常に高く評
価されており強く推進す
べきである。

現在世界において最高
性能を有する施設であ
り、世界中で多くのユー
ザが利用を希望してい
るが予算の制限から年
間の稼働時間が短く順
番をま待っている状態
である。日本と言う枠内
ではなく世界の科学技
術の発展のためにも、
十分な稼働時間を確保
し有効利用されることが
強く望まれていると、海
外研究者との交流にお
いてもひしひしと感じて
いる。

7141

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

社会にブレークスルー
をもたらすような画期
的・独創的・先駆的な学
術研究のみにこだわら
ず、重厚な知的蓄積の
形成を目指して地道な
研究に対しての助成を
拡充することを希望しま
す。 

研究対象に対する膨大
な知識の蓄積は科学の
基礎として欠くことので
きないものであり、新た
な発見や進歩はそれら
過去の積み重ねの上に
成り立つものです。効率
優先で目新しさのみに
注目していては、たとえ
画期的な開発がなされ
たとしてもその基礎は
多様性を欠いた貧弱な
ものとなり、更なる発展
が著しく阻害される結果
になると考えます。

7142

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140 RIBF
このまま
推進す
べき

RIBF における世界最
先端の加速器研究をま
すます推進してほしい。

RIBF の加速器は世界
最高の性能をもち、ここ
で行われる研究の成果
は現在、世界最新のも
のであり、世界的に注
目されている。他国も 
RIBF に追いつこうと巨
大加速器研究に多額の
予算を割いている。日
本が基礎研究に置いて
世界をリードするために
は今こそ、RIBF の研究
を推進して、もっと多く
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の研究成果を得るべき
である。

7143

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

このまま
推進す
べき

プロジェクトが採択さ
れ、仕分けでも復活して
今まで頑張ってきまし
た。 
ようやく、事業化も具体
的に検討できるようにな
った今、推進すべきか
否かを意見しなければ
いけないなんて、驚いて
います。 
国は日本をどうしたい
のでしょうか。 
本当に必要ということ
で、採択していただいた
と思っています。 
すべて見直しをすること
は重要です。 
きちんと見直しをしてい
ただきたいと強く思いま
す。 
このプロジェクトに関し
ては、是非このまま推
進すべきです。

現在、女性の社会進出
に伴い高齢出産が増え
ています。さらに、医療
技術の進歩による超音
波検査で妊娠早期に胎
児異常の可能性を示唆
され、羊水検査を勧め
られる機会が多くなって
きています。羊水検査
はお腹に針を刺して羊
水を採取するため、妊
婦は精神的・肉体的負
担を強いられます。その
ような妊婦さんは、イン
ターネットで検索し、
FDD-MB（母体血中胎
児DNA診断）にたどりつ
き、検査して下さい。と
お願いされることがたび
たびあります。海外より
メールで依頼されたこと
もあります。その都度、
実用化を目前に控えて
いますが、現時点では
まだ研究段階であるこ
とを説明し、ご理解をい
ただいています。最後
には、妊婦さんから頑
張って下さいと励まされ
ています。 
このプロジェクトは絶対
にこのまま推進すべき
です。

7144

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

世界中で、大型放射光
施設を建設し、基礎か
ら応用にいたる様々な
研究を行おうとしている
国が増えてきている。そ
の中で、SPring-8という
世界でも有数の放射光
施設が日本に存在する
ことは極めて重要なこと
であり、世界の放射光
を使う研究開発競争に
も打ち勝つことができる
し、一台の放射光でたく
さんの研究テーマを実
行できるので若手研究
者の育成にも非常に有
益である。

大型放射光施設
SPring-8では基礎から
応用まで様々な研究開
発を効率よく平行して行
うことができる世界有数
の施設である。ここは基
礎科学を追求するのみ
ならず、我々の生活に
直結する応用分野の研
究もおこなわれている。
世界の研究者も利用す
るような重要施設である
ので、このまま推進す
べきである。

患者さんの遺伝子のタ
イプによる有効性、安全
性の予測は極めて重要
であると考える。有効性
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7145
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

面においては治療に踏
み切るか否かの判断や
投与期間の特定など極
めて有益な情報が得ら
れる。安全性面におい
ては将来起こりうる副作
用情報も得られる。疾
患には長期治療が必要
なもの、莫大な医療費
がかかるもとさまざまで
あり。これまで治療に踏
み切るかどうか悩んで
いた患者さんは大変な
数である。治療に踏み
切るか否かの判断をす
るにあたりゲノムの情
報を加味することができ
れば、極めて大きな医
学の進歩であると考え
る。

上述の通り。

7146

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

特別研究員事業は、こ
れに応募し採用される
ことがある種ステータス
であり、研究者としての
登竜門であるが、福利
厚生、専念義務等が非
常に厳しく、こう言った
点に関して改善や見直
しをすべきである。

福利厚生に関しては、
他の博士研究員
（CRESTやGCOEプログ
ラムで雇用されている
博士研究員）と比較して
非常に悪いと聞いてい
る。健康保険も前期研
究員が文科省共済等で
あるのに対し、学振の
特別研究員事業は国民
健康保険である。また、
確かに専念義務は非常
に重要であると考えら
れるが、雇用中に全く
新しい研究をおこない
たいと思った際に研究
費に応募することがで
きなかったり、臨床系の
スキルが落ちないよう
に研究に支障が出ない
範囲で臨床経験を積む
際、無休でなければな
らない等の縛りが現状
ではあり、確かに行き過
ぎたものは排除すべき
かと思うが、こういった
措置は優秀な研究者を
育成するうえで本当に
必要なことなのかどう
か、疑問が残る。

高度な国土

衛星測位システム（マ
ルチGNSS）による高精
度測位技術の開発は、
地理空間情報を高度に
活用し、現在及び将来

衛星測位システム（マ
ルチGNSS）による高精
度測位技術の開発は、
高度な国土管理を推進
するために必要不可欠
なものであるが、地理

40



7147
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28001

管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

において我が国及び国
民の生活の安心・安全
を守り、豊かな生活を営
むことができる社会を実
現するための基盤技術
となるものであるから、
この実現に必要となる
関連する技術開発やサ
ービス提供との連携に
より、スピード感をもっ
て推進するべきであると
考える。

空間情報活用推進基本
法において目標とする
地理空間情報高度利活
用社会の実現に向け
て、この技術を応用した
地理空間情報の整備及
び活用に関する技術開
発やサービス提供の実
施との相乗効果により、
確固たる社会基盤とす
るために必要な開発を
迅速かつ効果的に推進
するべきであると考え
る。

7148
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24153
科学コミュニ
ケーション推
進事業

このまま
推進す
べき

JAXAiなど身近に宇宙
や科学に触れる施設は
作るべきだと思います。 
とても分かりやすく教え
て頂いたので、文系の
わたしでも理解が出来
ました。 
仕訳しないで欲しかった
です。

科学に触れる施設でこ
れからの若者に科学の
面白さを伝えて貰いた
いからです。

7149

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

人材育成の国際競争力
を高める上で、博士課
程の教育改革は極めて
重要であり、博士人材
を採用する企業等の意
識改革にも通ずるこの
プログラムの推進は戦
略的な文部行政と考え
る。

世界ランキングで１桁の
地位の大学の総合評価
を得るには、大変な努
力と時間を要するが、
特定の大学院教育プロ
グラムにおいて国際的
にオンリーワンの地位
を築くことは集中的な取
組により比較的短時間
に実現可能であろう。こ
のような世界トップを目
指すプログラムで競うこ
とが当面の大学院教育
改革の突破口となろう。

7150

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者支援ははま
だ不足しているので、さ
らに推進すべきである。

今の大学は硬直化して
いる。人口の半分を占
めている男性が、大学
では大部分を占めてい
ることに、その一因があ
る。日本がさらに発展す
るための基礎となる研
究進展をも促すために
は、もっと女性が活躍す
るような施策をさらに推
進すべきである。

7151

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8 は現在世界ト
ップクラスの放射光施
設であり、物性物理、原
子核物理、さらには産
業応用まで幅広い部分
で活躍している。この施

放射光施設は世界中で
競争が極めて激しく、プ
ログラムを停滞させるこ
とは将来の日本の競争
力を著しく弱めることに
なる。優位を保つため
には、現状維持ではなく
「一位を目指し」続ける
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設試
等）

設を有効に使用するた
めにもこのままプログラ
ムを推進すべきである。

ことでようやっと一流の
座をキープすることがで
きる。そのためにも国の
サポートが必要である。

7152

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学における教育機能
を強化するための支援
策として重要である。

国際社会で通用する人
材育成は、我が国の発
展に必要不可欠であ
る。

7153
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫、アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症のワクチンを早
急に開発するべきだと
思います。

様々な報道で、理化学
研究所にある免疫アレ
ルギーセンターが花粉
症の治療の為にワクチ
ンを開発している事を聞
きました。 
多くの花粉アレルギー
の患者さんがおられ苦
しんでおられるので、こ
のような研究開発の後
押しをして出来るだけ早
くに治療法を作ってほし
いです。

7154

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

本制度はそのまま推進
すべきです。予算を減ら
すことは長期的に日本
の学問分野の水準に致
命的な打撃をもたらしま
す。

日本の将来を担う次世
代研究者の芽を摘むよ
うなことはしないでくださ
い。よろしくお願いしま
す。

7155

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

実際に研究を進めてい
るにも関わらず、研究に
おいて予算と権限がな
い大学院博士後期課程
の学生に対して援助を
継続する。しかし支払う
給与を減額し、代わりに
学費を免除する仕組み
を充実させる。これによ
り国民に、高額の生活
費を与え遊ばせている
のではないか、との誤
解を与えにくくする。

大学で実際に研究を行
っているのは大学院博
士後期課程の学生であ
る。私が今まで所属した
研究室では、彼らは少
ない給与で熱意を持っ
て毎日長時間の研究生
活を送っていた。予算
が重複しているような研
究者にお金を預けるよ
り、熱意と希望はある博
士後期課程の学生にチ
ャンスを与え、期待され
ているとのメッセージを
伝えることは、より多様
で革新的な成果につな
がると考える。現在、大
学はCOEから給与を払
い、学費を徴収している
が、学費の免除とした
方が、生活保護だとの
批判を受けないですむ
と考えられる。
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7156

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

その他

税金を投入する事に異
議はないが、投入する
だけの意味があるか精
査が必要であると思う。 
私学の教員事務官の給
料は国公立のそれと比
べて高い。 
特に理事クラスの給料
は高いと聞いている。 
この財政的に厳しい時
期に税金を投入するの
であれば、せめて、理
事など大学経営に責任
のあるものは大学の財
政状況と共に各人の年
収等を進んで公表する
義務があると思う。 
その上で補助金をいくら
もらったのか公表すべ
きである。 

税金から給料をもらって
いる公務員は公表して
いるのだから、同じく税
金が投入され、税制上
も優遇されているのだ
から、せめて開示すべ
きである。 

7157

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

施策の目的及び概要か
ら、いろいろな技術を取
り入れているのは理解
できるが 
実際、国民にどのような
サービスが提供される
のかが見えない。 
しかし、ワイヤレスネット
ワーク技術の基盤を構
築することで 
その基盤上に提供され
るサービスはより便利
なものになるであろうと
期待しています。

ワイヤレス通信は、より
大容量、高速化、小型
化、省電力化、途切れ
ない通信が求められて
います。 
各技術基盤を固め、世
界最先端の技術力をつ
けることは 
日本にとって重要な研
究課題であると考えま
す。

7158
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

資源小国である日本が
エネルギー資源を確保
し、昨今の地球環境保
全に寄与することは、日
本が平和で持続可能な
社会を形成する上で重
要であることは自明で
ある。それゆえ日本は
核燃料サイクルを軸とし
て原子力政策を策定し
てきたところであり、閣
議決定されたエネルギ
ー基本計画でも高速増
殖炉サイクルの実用化
に向けた取り組みが再
確認されたところであ
る。 
このような政策に基づく
本施策については着実
に推進することが必要
である。

エネルギー基本計画で
は、高速増殖炉サイク
ルは「将来のエネルギ
ー安全保障を担う国家
的な基幹技術」であり、
2025年頃までの実証炉
の実現と、2050年より前
の商業炉導入が謳われ
ている。世界的な商業
用高速炉導入計画を鑑
みると、早期に安全で
安心な国産技術を確立
し、世界展開を図ること
が重要である。本サイク
ルでは原子炉、燃料製
造、再処理が三本柱で
あり、どの一つが欠けて
も成立しない。このた
め、それらインフラ施設
を含めた着実な整備と
技術開発が急務であ
る。
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7159
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27022

重質油高度
対応処理技
術開発委託
費

このまま
推進す
べき

グリーン・イノベーション
を推進する上で、より少
ない原油処理量でより
多くの白油を得られるよ
うな石油の効果的・効
率的な処理技術の確立
が必須である。そのた
めの基盤なり得るペトロ
リオミクス技術への取り
組みは国を挙げて実施
すべきである。 
 石油は数千～数十万
の成分で構成される混
合物であり、その複雑さ
や多種・多様性よりナフ
サ・軽油・重油といった
沸点留分に集約して取
り扱わざるを得ないの
が現状である。 一方、
今後更に石油のノーブ
ルユースを高めて効果
的に活用していくために
は、構成成分の化学構
造と反応性を明らかに
する必要であり、それを
詳細かつ効率的に解明
する本技術の開発は重
要である。特に重質油
分野における本取組み
は世界の最先端の技術
開発であり、産油国へ
の技術支援強化が可能
となり、ひいてはエネル
ギーセキュリティ向上に
繋がることから、積極的
に推進すべきと考える。

ジェノミクスやプロテオミ
クス等、バイオ･メディカ
ル分野を中心に発展し
てきたオミクス技術は、
多数の構成要素から成
る複雑なシステムを包
括的に解析し、問題解
決に繋げるための有用
な技術である。 
 石油は非常に複雑な
有機混合物であるが、
近年石油の分野におい
ても分析技術やコンピュ
ーティング技術の発展
により凡そ全ての組成
を解析できる可能性が
高まってきており、ペト
ロリオミクス技術の研究
開発は時宜を得たもの
である。また、石油メジ
ャーズのみならず産油
国や新興国もこの技術
に注目するようになって
きており、日本の技術
的優位性を維持し、今
後ともアジアをリードし
て行くためにも国家的な
研究プロジェクトの推進
が望まれる。  

7160
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

今後もより積極的かつ
継続的に研究開発投資
をおこなうべきである。

ワイヤレスネットワーク
に関する技術は様々な
生活場面、様々な分野
の産業で応用されこの
分野では今後さらに大
きな技術発展の需要が
あるとともに、日本が世
界でイニシアチブを発
揮できる技術的強みの
１つだと考えています。 
ただ、これまでは携帯
電話で「ガラパゴス」と
いわれているように国
内に閉じた技術になり、
世界でイニシアチブをと
り日本の産業発展に大
きくはむすびついてこな
かったですが。この施策
では世界標準化でのイ
ニシアチブをとるなど、
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日本が世界で主導権を
握るための活動がおこ
なわれており期待をして
います。１企業人として
は「産業発展及び、私た
ちの生活の向上のため
に戦略的に重要だが、
１企業ではなかなかす
ぐに収益に結びつかず
できないこと」を国策とし
て研究開発推進すべき
であると考えます。

7161
民間
企業

60歳
～

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

最優先課題と考える。 
産業構造の空洞化を生
み弱体化している研究
開発、製造技術の活性
化のために基礎的な装
置、デバイスの試作、開
発は極めて重要であ
る。

通信技術は国際的な標
準化を基本とし、その中
で優位性を確保するた
めに不可欠な課題と考
える。 
また製造の空洞化によ
る技術的裾野の矮小化
に歯止めをかけるため
により知的なな手段に
よって打開できる課題と
考える。かつ一民間企
業のレベルで対応でき
る規模のものではなく
国としての対応が望ま
れる。

7162

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

現在茨城県東海村にて
運用が行われているJ-
PARCは、これまで世界
で使用されてきた加速
器の中でも最高のビー
ム強度を誇る施設であ
る。その特徴を生かした
多様な実験、核サイク
ル、中性子利用による
物質生命実験、ニュート
リノ、素粒子原子核反
応実験、が同時に遂行
されており、基礎研究と
現代社会への応用とい
う二つのテーマを満た
すことができる稀有なプ
ロジェクトを目指すとい
う設立当初の目標はク
リアされつつある状況
にある。しかし長期的な
視野にたったときには
現状の施設のさらなる
整備・拡張が望まれる。

私自身J-PARCにおい
て原子核実験に携わっ
ている関係上、そこでの
実例を紹介させてもら
いますと、今日でも世界
最高水準の大強度ビー
ムが利用可能であり、
今後数年間かけてビー
ム強度が上がっていくこ
とが期待できるため、こ
こでしかできないユニー
クな研究を行うことがで
きるこを確信していま
す。しかし、その大強度
ビームを実験エリアに
導く利用可能なビーム
ラインの数が少ないた
めに、多数提案されて
いる実験案が待機状態
にあるのが実情であ
る。そのために以前か
ら計画としてKEKを中心
に出されていますが、ビ
ームラインの拡張が、
J-PARCで行われる素
粒子・原子核実験の発
展のためには欠かせな
いと考えています。この
ように、J-PARCの大強
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度ビームをさらに効率
的に利用すべく、追加
の拡張・整備を要望す
る次第です。 

7163

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24003

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「海洋資
源・エネルギ
ーの探査・活
用技術の研
究開発」

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海洋資源の利用は、海
洋国家である我が国に
とって重要であり、その
調査研究は重要である
ため、本施策は推進さ
れるべきであるが、商
業化うを視野に入れて
いるのであれば、民間
企業からの積極的な投
資を募り、民間資本を
入れて調査、開発を行
うべきである。それと同
時に、地底に関する基
礎科学のためのデータ
収集としての側面も強
調されるべきである。

資源探査自体が、リス
クの高いものであるが、
資源が発見されれば大
きな利益が見込めるも
のでもあるため、リスク
を取る余力のある企業
であれば、積極的に投
資できる分野であると
考えられる。しかしなが
ら、基礎研究としての地
底の把握、解明は民間
企業が積極的に等する
分野ではないので、そ
ちらに重きを置く形で資
金が投じられる必要が
あると考えられる。

7164
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

大学で事務をしている
主婦です。 
学生や若い研究者が、
がんばれる場を作って
欲しいと思います。 
がんばっている人は、
志高く、がんばっていま
す。

これからの日本のため
に是非、この制度の充
実が必要です。

7165

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

海洋研究開
発機構運営
費交付金「地
球環境変動
研究」

このまま
推進す
べき

地球環境変動研究は、
環境関連技術に基づく
産業戦略（グリーン・イノ
ベーション）の根底を支
える最重要基盤として、
このままの推進あるい
は、さらなる強化が強く
望まれる。

地球環境変動研究は、
環境関連技術に基づく
産業戦略（グリーン・イノ
ベーション）の根底を支
える最重要基盤であ
る。この基盤をもとにし
た他の様々な応用技術
を今後如何に高度化し
ても、根底での知見・技
術が最先端であること
が前提でなければ、根
本的な戦略に不備が生
じかねない。地球環境
変動研究は、現在の日
本が力を注いでいるグ
リーン・イノベーション推
進の根本的前提である
ことから、このままの推
進あるいは、さらなる強
化を行うべき理由は自
明である。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部 国立大学法 このまま

日本の国際競争力を高
めるための基盤は人材
育成にあるが、中でも
高等教育を担う大学の
役割はとりわけ重要で
ある。特に優れた人材
を集めて教育している

高度な人材を育成し、
かつ知的資源を開発す
る大学は、将来の日本
を支えるためには、きわ
めて重要な基盤であ
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7166

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24149

人等施設の
整備

推進す
べき

国立大学へは、特に力
を入れていくべきであ
る。国際的にみても大
変予算の少ない日本の
国立大学の施設を整備
することは、急務を要す
ることだと考える。

る。この基盤を充実させ
ることは、国際競争の
激化する現状にあって
欠くことのできない重要
なポイントである。

7167

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

この施策により大きくラ
イフサイエンス技術が
向上しているため、この
ため推進すべき。

今後の日本の科学技術
の根幹を担うものであ
るため。

7168

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

学生の独自の申請なの
か、機関のプロジェクト
からの申請なのかはっ
きりしない。審査基準が
はっきりしない。機関か
らの派遣では、自律的
な若手研究は育ちにく
い。海外学振を充実す
るなど既存の派遣のチ
ャンスを広げるのがよ
い。ＰＤ対象なのか、Ｄ
Ｃ対象なのか不明。ＤＣ
の場合は長期派遣によ
って学位取得に時間が
かかるデメリットがあ
る。

海外派遣事業を新設す
るのはよいが、その有
効性意図が理解できま
せん。既存の派遣事業
を充実するのが、わか
りやすい。ＰＤ対象なの
かＤＣ対象なのか不明
瞭であり、派遣後のポ
ストなどが不明瞭であ
り、派遣とその後の対
応などしっかりした枠組
みがないと、若手研究
者に混乱を生むことに
なる。若手研究者に長
期的な展望を与えてほ
しい。

7169
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

CO2削減は重要なテー
マであり、その削減につ
ながる本施策はぜひ推
進すべきであると考え
る。

昨今の地球温暖化によ
り、環境への影響が深
刻さを増している。その
要因の一つが石油資源
の利用によるものであ
る。本施策は燃料から
化学品への転換を図る
ものであり、地球温暖
化防止の観点から重要
であると考える。

7170

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

このプロジェクトの貢献
度は非常に高いため、
今後も積極的に推進す
るべきである。

国としてバイオリソース
を整備、保有すること
は、今後さらにその重
要性が増すと予想され
る。研究者が個人では
絶対にできないことなの
で国が支援するべきで
ある。

 本施策はこれからの
日本に必要なリーダー
を育成する重要なプロ
グラムである。これから
のリーダーはスペシャリ
ストの専門性とゼネラリ

 意見者がこれまで参
加してきたＣＯＥプログ
ラムにおいては、特に
専門性に重きをおいた
研究教育が行われた。
その中で、人材育成の
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7171

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

ストの総合性を併せ持
ち、国際性と計画性の
ある豊かな実行力をも
つ博士が担っていくべき
である。本プログラムで
このような人材育成を
図ることは国家百年の
計にあたり、国益に貢
献する。 
 ＵＮや世銀でも見られ
るように、文理の垣根を
越え独創性と先導性を
発揮する博士の人材は
日本の産官学いずれに
おいても必要である。特
に、理工、人社、生命関
連の研究科を有する総
合大学において本プロ
グラムを強力に推進す
ることで、現在枯渇して
いる次世代リーダーが
育成できると考える。本
施策の強力な実施を望
む。

ために行った国際的な
諸活動および学際的な
諸プログラムにより博士
課程学生の総合性が養
われ、リーダーとしての
資質が磨かれることを
経験してきた。本施策
は、このような国際的あ
るいは学際的な面を強
化したプログラムである
と考えられる。高度な専
門性と幅広い総合性を
併せ持つ次世代のリー
ダーを育成するに相応
しい内容を盛り込むこと
ができる。 
 今回は三つのカテゴリ
ーが示されており、特に
有力な総合大学におい
てタイプ１とタイプ2のプ
ログラムが有効に作用
することは疑いないと思
量する。

7172

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等の基盤
を支える運営費交付金
は、法人化後６．７％も
の削減が行われ、大学
の運営は大変厳しい状
況となっています。この
ような状況下において
大学は懸命の努力によ
り対応しているものの、
基盤的な教育研究費の
確保や教育研究活動を
支える施設・設備の老
朽・狭隘化は著しく進ん
でいる。 
 今のままで予算が推
移することになれば、国
立大学の教育研究は回
復不可能な事態至るこ
とが危惧される。国立
大学関係予算の確保・
充実が必要である。 

国の財政状況は、依然
として厳しい状況にある
が、「新成長戦略（平成
22年6月18日閣議決
定）」に示されていると
おり、大学で行われて
いる研究は、日本の経
済成長のプラットホーム
である。また、大学は、
今後の日本を支える人
材育成を行う重要な基
盤であることは言うまで
もない。 
しかしながら、現状の予
算配分では新たなプロ
ジェクト研究や教育を実
施する場や、学生の生
活支援・キャリア支援を
行う環境が十分に整備
されておらず、戦略的な
大学の取組を機動的に
実施することが困難な
状況にあるため。 

7173

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

さらに予算を増やして継
続すべきと思います。

女性研究者の支援は十
分とは言えず、まだまだ
あきらめる人も多い。明
日に希望を持てるよう
に、優秀な人材が埋も
れないためにも、単なる
継続ではなく、増額をお
願いしたい。 

半導体技術の中でSi 
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7174

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究開発目標で、（Ａ）
『消費電力が1/10となる
超低電圧(0.4V以下)に
おいて動作するデバイ
スのコア技術を開発
（2014年）』と（Ｂ）『線幅
１６ｎｍ世代以細の次世
代集積回路に資するた
め、必要な技術シーズ
を確立する。(2012年）』
は継続した関係にも見
えるが、ウエブなどで内
容を確認すると必ずしも
そうではないようであ
る。現段階では前者
（Ａ）は今後の本命と考
えられるSi CMOSは一
部にSOI メモリが入って
いるがCNT, Ge/GaAs 
FET, 不揮発性ロジック
などSi-CMOS代替え技
術が主となっている。今
後少なくとも１０数年は
低電圧化・低消費電力
化の本道であると考え
られるCMOS微細化に
今後重要となってくる
High-k、メタルソース・ド
レイン、Siナノワイヤ
FETなどの技術が抜け
おちているようである。
（Ａ）の現在のテーマを
否定するものでは全くな
く、これも大いにやるべ
きであるが、後者（Ｂ）の
中間評価は十分期待に
優れた研究成果を上げ
ていると記載されている
こともあり、（Ｂ）のテー
マで今後CMOSデバイ
スの本流と期待される
SiナノワイヤFETや（Ｂ）
には入っていないが今
後低電圧化に益々重要
となるHigh-kの更なる
薄膜化技術、メタルソー
ス・ドレイン技術なども
2012年度以降国の資金
を得て研究開発していく
べきであると考える。

CMOS微細化・低電圧
化技術は頭脳を司る部
品としてあらゆるハイテ
ク技術の要である。過
去には日本がこの分野
で世界を制覇して来た
が、失われた20年の間
に、台・韓・星（シンガポ
ール）・中などに負けつ
つある。これらアジア諸
国の台頭の中で実際
22nm以降の開発を自
身を持って行えるという
メーカは東芝くらいにな
りつつある。Si CMOS微
細化・低電圧化技術は
昔から常に物理的や経
済的な限界が近いとい
う見方があったが、現在
は今後少なくとも10数
年はSi CMOSの微細
化・低電圧化技術が低
消費電力化の本道であ
るという見方が世界の
主流で、この為にアジア
諸国では国家や企業の
莫大な資金を投入して
いる。日本の企業には
現在このようなアジアの
国を上げての競争に勝
てる見込みは少なく。こ
のままでは日本がSi 
CMOS微細化・低電圧
化の本道技術でアジア
との競争に脱落してしま
う懸念が大きい。日本
の外貨獲得は自動車と
電子産業であるが、自
動車にしてもトヨタに電
子ブレーキ制御に見る
ように、集積回路技術
が要となる。日本からこ
のようなハイテク技術の
要が消えていくことは容
認できることではない。
産業の空洞化を防ぎ、
日本国民の雇用を確保
し十分豊かな生活を保
証する為にも、早急にこ
の分野の研究を強化す
べきであると考える。

大学・
公的 次世代印刷 印刷エレクトロニクス事

有機材料は、有機化学
の優れた合成力によっ
て、いくらでも優れたも
のに改良される可能性
がある。これは、有機材
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7175

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27007

エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

業は、次世代エレクトロ
ニクスの観点から、強く
推進すべきであると考
えます。

料を用いたエレクトロニ
クス研究に大きな可能
性があることを示してい
る。特に、印刷エレクト
ロニクスのような、実用
化によって大きなイノベ
ーションを引き起こす研
究は、国が積極的に投
資を続けるべきである。

7176
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術

このまま
推進す
べき

環境対策が叫ばれる
中、石油精製において
はCO2排出量が莫大に
上ることから、技術の進
歩により、かなりの効果
が期待できるでしょう。
今後新興国の発展に伴
い資源の奪い合いは
益々激しくなるでしょう。
そのときに、資源の乏し
い我が国が安定した国
家運営を行うために
は、石油利用の効率化
の推進が必須となると
思います。

環境対策、資源枯渇、
新興国発展、これらは
今後の我が国の発展的
な安定国家運営に影響
を及ぼす事柄でしょう。
これらを悪影響として考
えるのではなくこのこと
を利用して、技術の進
歩に結びつけることが
重要だと思います。そ
れを実行するには現在
の生活と直結した課題
を解決していくことが最
もやるべきことだと思わ
れるので、石油精製技
術の進歩のため、この
研究は推進すべきと考
えます。

7177

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

本事業は、国と大学と
地域を結びつけるもの
であり、地方にとって大
きくイノベーションを推
進するために、ぜひ新
規で推進していただき
たい。 
都市部ではなく、特に地
方を重点的に支援して
いただきたい。

地方大学や地域では、
旧帝大や都市部への優
秀な人材流出が加速し
ております。このソフト・
ヒューマンの支援があ
れば、逆に地方への優
秀な人材が集まり、地
域全体の活性化につな
がります。 
このような大学・産業・
自治体の一体型で新産
業を興すことは、疲弊し
た地方を活性化、さらに
は世界レベルで競争で
きる新産業構築が期待
できる。

7178

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

予算を増額してもらいた
い。

世界に誇れる設備であ
る。

大学・

宇宙の起源の解明にも
つながる基礎法則であ
る小林・益川模型の検
証を、優秀な科学・技術
者達と非常に高い科学

これまでの成果によっ
て、その科学・技術力は
証明されており、更なる
発展が多いに期待され
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7179

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

技術によって成し遂げ
てたこのプロジェクトを、
更に発展させることは
非常に重要な施策で
す。更なる基礎法則の
発見・検証につながるこ
の施策は、日本のみな
らず人類にとっても大き
な貢献をすると思いま
す。

ます。これまで培われて
きた、日本の高エネル
ギー物理学の質の高さ
を維持し、発展させるこ
とは、日本の科学技術
の水準を更に高め、国
際的な評価を上げるこ
とにもつながると思いま
す。

7180

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス、中で
もタンパク質の機能解
析、構造解析のための
施設等の充実を目指す
べきである。以下の理
由にのべるようにこれら
の基礎研究は、我々の
体で起こる生命現象の
理解、ひいては医療応
用につながるはずであ
る。

例えば、EML4-ALKとい
う融合タンパク質をター
ゲットにした分子標的薬
の開発によって、ある種
の肺がんの特効薬が開
発された。これは、遺伝
子の単離、機能解析、
タンパク質の構造解析
などといった基礎的研
究の賜物であり、これら
の予算を削るようなこと
は、研究の進展を阻む
のであってはならない。

7181

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

将来は誰もがデジタル
化された高精細映像な
どのリッチコンテンツを
扱うようになる。情報が
テキストから音声、更に
映像となるに従い、扱う
データ量は飛躍的に大
きくなる。こうした大容
量データを扱うための
超高速無線インターフェ
イスを開発する意味で、
本施策を更に強化して
進めるべきと考えます。

ブロードバンド有線通信
については「日本には
全世帯の９割をカバー
する光アクセス網があ
るが、実際には３割しか
利用されていない」こと
が課題とされている。本
来、ユーザが望むブロ
ードバンド・インターネッ
ト接続は場所と時間を
選ばないものである。こ
れまでの有線系のブロ
ードバンド化の進展に、
無線のブロードバンド化
が追いついていないと
言う事態がサービスに
歪を生んでいるとも言え
る。これからのユーザの
視点に立てば、有線系
と無線系のブロードバン
ド通信技術が融合して、
いつでも、どこでもイン
ターネットへのブロード
バンドアクセスが可能な
通信環境こそ望まれて
おり、その有力なソルー
ションが未利用電磁波
帯を用いた近距離大容
量通信技術であるか
ら。 
有線系と無線系のブロ
ードバンド通信技術が
融合して、いつでも、ど
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こでもインターネットへ
のブロードバンドアクセ
スが可能な通信環境こ
そ望まれており、その

7182
官公
庁

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

農林水産業の6次産業
か、機械化、ICT化につ
いても、引き続き支援を
お願いしたい。

農林水産業従事者の高
齢化・担い手育成、食
糧自給率の向上を図る
ため、農林水産物の高
付加価値化、作業の省
力化が必要である。

7183

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者研究活動支
援事業を進めてほし
い。

女性研究者には、子育
て期間など、「研究時
間」という自分で確保し
なければいけない時間
をとることが難しい時期
がある。その時間を確
保し、最先端の研究に
復帰するサポートを行う
ことで、女性研究者自
身にも、人材確保という
意味で研究エリアにもよ
い影響が期待できる。

7184

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

JSTと並んで、日本の科
学・技術を支える基盤
の大きな柱であり、強く
推進すべきだと考えま
す。 

採択率を上げることは
非常に重要ですが、重
複応募の制限を増やす
（例えば特定領域から
新学術領域への移行）
などによる表面上のも
のではなく、本当に日本
の研究を推進すること
を念頭におくことが必要
だと考えます。 そのた
めには、予算の増額が
必須であり、昨年度に
少し上乗せした概算要
求をしている点に賛同
致します。

7185

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

今の規模を確保した上
で、より現状に即した制
度をつくるのがよい。

科学は産業の基盤とな
るので、これを減らすこ
とは将来の衰退を招く
おそれがある。

大学・
公的
研究

 国立大学法人等の基
盤を支える運営費交付
金は、法人化後６．７％
もの削減が行われ、大
学の運営は大変厳しい
状況となっています。こ
のような状況下におい
て大学は懸命の努力に
より対応しているもの

 国の財政状況は、依
然として厳しい状況にあ
るが、「新成長戦略（平
成22年6月18日閣議決
定）」に示されていると
おり、大学で行われて
いる研究は、日本の経
済成長のプラットホーム
である。また、大学は、
今後の日本を支える人
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7186

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

の、基盤的な教育研究
費の確保や教育研究活
動を支える施設・設備
の老朽・狭隘化は著しく
進んでいる。 
 今のままで予算が推
移することになれば、国
立大学の教育研究は回
復不可能な事態至るこ
とが危惧される。国立
大学関係予算の確保・
充実が必要である。

材育成を行う重要な基
盤であることは言うまで
もない。 
しかしながら、今後の日
本を支える基盤である
べき大学の施設は、機
能面において老朽化が
進んでおり、十分な研
究を行う環境が整って
いない他、優秀な人材
が魅力を感じないほど
に教育研究環境の整備
が遅れている。

7187

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24185

研究成果最
適展開支援
事業 (A-
STEP)

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学で生まれた研究成
果を技術移転の可能性
や実用化に向けての経
済的支援を行うのは極
めて重要な施策と考え
られるが、多くの大学で
の研究成果、技術シー
ズは基礎的なものが多
く、本来はそこから二段
階も三段階も技術開発
を行わないと実用化、
製品化にたどり着けな
いものが多いので、こ
の部分の支援をより強
化していただきたい。

大学で生まれた研究成
果を技術移転の可能性
や実用化に向けての経
済的支援を行うのは極
めて重要な施策と考え
られるが、多くの大学で
の研究成果、技術シー
ズは基礎的なものが多
く、本来はそこから二段
階も三段階も技術開発
を行わないと実用化、
製品化にたどり着けな
いものが多く、そのステ
ップアップを行うための
経済的マンパワー的支
援がないと宝の持ち腐
れで、何も動いて行か
ない。周りでそのような
事例を多く見受けられ
る。 
この長い不景気で多く
の中小企業は開発を続
ける経済的力も人的パ
ワーも極めて低いレベ
ルにあるといっても過言
ではない。 大学と協力
して大学の基礎的知的
財産を実用化まで引っ
ぱりあげる力がない。大
学の多くの特許はそうし
てフリーズしていると考
えられる。

7188
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御

このまま
推進す
べき

ライフライン側面からい
って、全世界的に共通
な通信インフラとして衛
星通信方式は極めて重
要。今後、情報量は急
速に増大することから
通信容量の拡大は急務
であり、関連技術の研
究開発を推進すべきと
考える。

地球規模に対応する統
一的な通信環境は、衛
星を用いることが最も経
済的に構築できると考
えており、広くあまねく
早期に環境整備を実現
するためにも衛星通信
技術のさらなる革新は
必須であり、極めて重
要と認識しているため。

大学・
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7189

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的しきんであり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。

7190

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学において研究の推
進を下支えしている大
学院生を経済的に応援
することは日本の科学
技術の発展にとても有
意義であり、ぜひこのま
ま推進して欲しいし、こ
の施策を応援する。 

大学で研究を行い成果
を出している主役は大
学院生である。彼らを応
援することで日本の科
学技術の発展を促し、
世界にその技術力を認
めらることは、日本産業
の新たな資産の開拓に
つながり、経済的観点
から見ても、よい投資に
なるはずである。 

7191

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

科学技術、特にライフサ
イエンスや創薬に関わ
る基礎研究は国際特許
に関わり、国を挙げて
研究を推進するべきで
ある。そのためには国
家予算の計上が必須で
ある。

科学技術に関する知財
は激しい国際競争の中
にある。日本は天然資
源に乏しく、利益を得る
ためには国際特許を取
得する必要がある。ライ
フサイエンス・創薬に関
わる研究は基礎研究が
大変重要であり、その
研究には国家予算が不
可欠である。 
さらにその科学技術を
日本の若手研究者に継
承し、発展させていくこ
とが必要である。革新
的タンパク質・細胞解析
研究イニシアティブは、
ライフサイエンスに関わ
る現在の若手研究者の
雇用拡大と今後のライ
フサイエンス分野を担う
研究者の創出につなが
ることから、長期的に継
続していくべき国家予算
である。

7192
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

薬の開発という観点か
らもゲノム研究を中心と
した 
ライフサイエンス研究は
強く推進すべきと思う。 

タンパク質研究は創薬
にも重要であり 
その発現方法や構造機
能解析、および化合物
のインフラ整備は 
我が国の国益を守るに
おいて非常に重要であ
る。 

大学・
公的
研究 バイオリソース事業は

私が専門とする植物科
学の分野では、大きく欧
米のバイオリソース事
業に頼っている。これで
は、日本で挙げた成果
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7193

機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

すべてのライフサイエン
ス研究の基礎的研究基
盤であるので、その一
層の発展を望む。

の結果生じたバイオリソ
ースも欧米のリソースに
持って行かれかねな
い。このようなことが起
きないように、一層のバ
イオリソース事業の充
実が必要である。

7194
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

超高速エッジノード技術
は、増大するブロードバ
ンドトラヒックを高速か
つ低消費電力で扱うノ
ード技術と、伝送技術を
確立するものであり、今
後の国内外の通信イン
フラ構築に不可欠と考
える。これを世界に先駆
けて確立する事は、世
界をリードする技術とし
て日本の国際競争力を
高めるほか、国内のネ
ットワークインフラの安
定構築にもつながる技
術であり、本施策はこの
まま推進すべきと考え
る。

通信技術の革新では、
高速性と低消費電力の
両立という難課題に直
面している。この解決
が、通信技術のコアで
あり、本課題に対し産
官学で推進する事で、
キャリアやメーカが単独
で技術確立短期間で技
術確立し、更にはLSIチ
ップ設計法の確立が得
られ海外に対する優位
性を築けるためである。
そしてこれを利用した通
信インフラの構築、更に
通信インフラ利用者にと
っても優位性を築くチャ
ンスとなり、日本の海外
に対する優位性につな
がると考えるためであ
る。

7195

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ
ェクト）

このまま
推進す
べき

未開の領域にたいする
挑戦的プロジェクトであ
り、必ず世界の注目を
集めることになろう。過
酷な条件下での宇宙探
査の技術は今後の他の
宇宙開発へにもつなが
るものであり、ぜひ推進
してほしいと思う。

科学の分野では先端を
切って進むことに価値
がある。他国がまだ手
をつけていない太陽系
天体の探査は、日本の
科学が２番手に甘んじ
ていないことをことを世
界に示すものである。

7196

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命 分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

立体構造解析パイプラ
インは国内では類を見
ない独自の優れたシス
テムであり、是非活用
すべきである。特に
NMR施設は国内最大規
模で、ユーザー希望は
非常に多いと考えられ、
広く利用できるように整
備すべきである。また、
システム改変による新
規機能の創生は夢のよ
うな話と思われるが、実
際に人工塩基や非天然
アミノ酸を細胞に組み
入れる技術が開発さ
れ、夢が現実に近づい
ている。

立体構造解析パイプラ
インを活用し、実際に医
薬品につながる構造解
析に成功している。フィ
ージビリティーも高いと
考えられる。

アトピー性皮膚炎に関
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7197

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

厚生
労働
省

25105

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（３）免疫ア
レルギー疾
患等予防・治
療研究 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

アトピー性皮膚炎に関
してステロイドや他の免
疫抑制剤に依存しない
自然治癒を目指す治療
法の確立のための施策
が望まれる。また、ステ
ロイド薬害からの脱却
を目指すための施策が
同時に不可欠である。

しては現在はステロイド
治療が第一選択とする
ガイドラインが公に配布
されているが、このガイ
ドラインにはステロイド
の副作用や使用の難し
さが著しく過小評価され
ており、ステロイド薬害
に苦しむ患者があとを
立たない。大多数を占
めるステロイド推進派は
非ステロイド治療の全
てを民間業者による悪
徳商法としているが、そ
れは誤った認識に基づ
く事実誤認である。現実
には、多くの患者は実
際にステロイド薬害に
苦しんでいる。「ステロ
イドは専門医の指導の
もとで正しく使えば安全
である」という言葉がス
テロイド治療を行う多く
の医師からよく聞かれ
るが、これは現実のス
テロイド薬害に対する認
識の甘さによる考えで
あり、多くの患者はステ
ロイドや他の免疫抑制
剤から脱却した新たな
治療法を望んでいる。
ステロイド薬害を撲滅す
るためにも、新たな施策
が必要である。

7198

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質構造解析（構造
生物学）は、あらゆる生
命現象の根幹を解明す
る研究であり、日進月
歩の技術革新が行われ
ている。また、生命研究
を創薬、食糧問題と言
った社会応用に結びつ
けるには、蛋白質の立
体構造に立脚したデザ
インが必須である。従っ
て、本施策はさらにいっ
そう国家プロジェクトとし
て研究費を投入し、発
展させ、社会還元させ
ていくものである。 

構造生物学は、日本で
行われている研究の中
で、ほぼ唯一、欧米日と
３立できる優位に立った
研究分野であり、昨今
の「１番じゃなきゃだめ
なんですか、２番ではだ
めなんですか」という某
発言が日本中のブーイ
ングを醸し出したことに
反面的に、よりいっそう
国家プロジェクトとして
維持・発展させるべき研
究施策である。 

7199

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の維
持、拡大を望む。 

日本の科学技術での世
界的貢献を今後も維持
して行くべきと考えるか
ら。
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設試
等）

7200
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

・大規模分散ストレージ
やクラウド型コンピュー
タを含むデータセンタと
超高速ネットワークを一
体化してワンストップで
利用可能とするなど、よ
り広範囲のテストベッド
として発展することを期
待します。 
・企業の利用者がより
柔軟に利用できるような
運用を期待します。 

・次世代ネットワーク・ア
ーキテクチャの研究分
野の一つであるネットワ
ーク仮想化等の研究開
発においては、ネットワ
ークとコンピューティン
グの境界が変化しつつ
あり、既存のデータセン
タとインターネットや
NGNの組み合わせでは
実証環境の構築が困難
になるケースが出てき
ているため。 
・次世代ネットワーク向
け機器の研究開発に利
用可能な大規模なテス
トベッドを一企業で用意
する事は困難であるた
め。 
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